
復 興 加 速 化 会 議（第３回） 

 

日 時：平成 26年 2月 1日（土） 10:15～11:45 

会 場：仙台勝山館 ４Ｆ 彩雲 

 

  会 議 次 第        

 

進行：東北地方整備局長 

 

 

 

１． 国土交通大臣あいさつ                                               

２． 国土交通大臣政務官あいさつ                             

３． 宮城県知事あいさつ                             

４． 仙台市長あいさつ                    

 

５． 議事                    
 

（１）これまでの対策と今後の取り組み 

● 復旧復興の進捗状況 

● 入札契約及び人材・資材の状況    

● 施工確保対策 

 

（２）その他 
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復興加速化会議（第３回）

平成２６年 ２月 １日

（配付資料一覧）

資料－１ 【東北地方整備局】 これまでの対策と今後の取り組み

資料－２ 【宮城県】 復旧・復興の進捗状況と更なる取り組み

資料－３ 【岩手県】 これまでの対策と今後の取り組み

資料－４ 【福島県】 福島県の復旧・復興状況について

資料－５ 【仙台市】 仙台市の復興事業の状況について

資料－６ 【宮城復興局】 復興加速化への取組み

資料－７ 【地域型復興住宅推進協議会】

復興住宅（木造）建設への取り組み



東北地方整備局 
平成２６年 2月 1日 

これまでの対策と今後の取り組み 

資 料－１ 復興加速化会議（第３回） 

 
 

 

  

 



これまでの対策と今後の取り組み 

１． 復旧復興の進捗状況 

２． 入札契約及び人材・資材の状況 

３． 施工確保対策 
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これまでの対策と今後の取り組み 

  １． 復旧復興の進捗状況 
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１．道路 
   ・直轄国道の本復旧については、今年12月末で全体延長の９９％まで進捗。 

   ・今年12月末の復興道路等全体の用地進捗率は約８割、工事着手率は約８割まで進捗。 

   ・今年度末に、三陸沿岸道路 八戸南環状道路（青森県八戸市）、 

    尾肝要道路（岩手県田野畑村）、高田道路（岩手県陸前高田市）が開通予定。 

 

２．河川・海岸 
   ・直轄河川堤防は、今年12月末で158箇所のうち約９割の146箇所が完成し、河口部以外は 

        全て復旧済み。 

   ・残り12箇所の河口部の堤防は、延長ベースで約１割が完成、工事着手率は約６割。 

   ・直轄海岸堤防は、延長ベースで約６割が完成。工事着手率は約９割。  

    平成27年度復旧完了予定。 

 

３．港湾 
   ・直轄港湾施設は、今年12月末で被災106施設のうち、約９割の96施設が完成。    

   ・釜石及び大船渡港の湾口防波堤、相馬港沖防波堤については、平成27年度に復旧完了予定。 

○基幹事業の整備は、順調に進捗。 

 １．復旧復興の進捗状況 

              基幹事業の進捗状況         （H25.12末時点更新）    
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○まちづくり・住宅も、今年度内に各市町村で工事が本格化。 

※予定地区数・戸数等のデータは岩手・宮城・福島三県内の値 

１．防災集団移転 

 ・ 昨年11月末で全333地区のうち、約６割の215地区において工事着手済み。 
（全333地区、24市町村）          

    （前回の加速化会議（H25.10.7）時点では、143地区（H25.8月末）において工事着手済み）     
 
      

２．災害公営住宅 

 ・ 昨年11月末で5,258戸工事着手済み。 

       (前回の加速化会議（H25.10.7）時点では、3,720戸(H25.8月末)工事着手済み)   

 ・ 今年度内に約12,000戸（40市町村）工事着手予定。（全２万戸以上、47市町村） 
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１．復旧復興の進捗状況 

         まちづくり・住宅などの進捗状況   （H25.11末時点更新）  



これまでの対策と今後の取り組み 

２． 入札契約及び人材・資材の状況 

  2-1 被災３県における契約状況 

  2-2 資材・技能労働者等の状況 
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２．入札契約及び人材･資材の状況 

  2-1 被災３県における契約状況 
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2-1 被災３県における契約状況 

発注者別の契約状況（発注機関別） 

※東日本建設業保証（株）の前金保証取り扱い工事の動向（公共データ）より作成                

○被災３県における工事量は一昨年に比べ２倍、昨年度に比べて２割の増加 
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（平成25年12月31日現在） 



           2-1 被災３県における契約状況 

       平成24年度 発注工事(全工種)の契約率 

○ 平成24年度発注工事は、一旦、不調・不落となった後、再発注等により契約できているものを含め、概ね年度 
   内に契約できている。 

 

○ また、平成25年度に積み残しとなった工事についても、現時点でほぼ全て契約できている。 

（参考）不調・不落率＝不調・不落件数／入札公告件数 
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H25年12月 

H24年度末 

H24年度末 
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H24年度末 

H25年12月 

H24年度末 
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未契約 

岩
手
県 

宮
城
県 

仙
台
市 

89.5% 10.5% 

99.3% 

93.8% 

99.1% 

92.7% 

98.5% 

6.2% 

0.9% 

7.3% 

1.5% 

0.7% 

91.4% 8.6% 

【参考】H24年度不調・不落率 
・ 岩手県    12.3% 
・ 宮城県    29.2% 
・ 福島県    18.8% 
・ 仙台市    31.1% 

（※） 

（※）集計は出来ていないが、他の３団体と同様に現時点でほぼ全て契約できている。 

（件） 

福
島
県 
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84.5%

74.1%

89.8%

74.1%

15.5%

25.9%

10.2%

25.9%

0 100 200 300 400 500 600

契約達成状況（H25.11末現在）

一般土木 入札公告件数（H25.9末現在）

契約達成状況（H25.11末現在）

全工種 入札公告件数（H25.9末現在）

平成２５年度工事契約達成率（全工種／一般土木）（被災３県）

契約 不調・不落

■契約済等 ■未契約

（件数）

2-1 被災３県における契約状況 

平成25年度工事契約達成状況（直轄：全工種及び一般土木） 

                

○今年度発注工事の契約達成率(第２四半期不調・不落発生分まで）を平成25年11月末で整理すると、全国の 
  全工種では約95％が契約できており、被災３県の全工種では約90％となっている。 
○再契約まで時間を要する工事があるものの、再発注や既契約工事への設計変更による追加等に 
 より更なる契約を推進。 

10 

95.3%

87.3%

94.6%

83.8%

4.7%

12.7%

5.4%

16.2%

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000 10000

契約達成状況（H25.11末現在）

一般土木 入札公告件数（H25.9末現在）
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平成２５年度工事契約達成率（全工種／一般土木）（全国）

契約 不調・不落

■契約済等 ■未契約

（件数）

平成25年度工事契約達成率（全工種及び一般土木）（被災３県） 

平成25年度工事契約達成率（全工種及び一般土木）（全国） 



2-1 被災３県における契約状況 

平成24・25年度入札不調等の発生状況（一般土木等） 
○一般土木等の不調等の発生率は、直轄及び岩手県において増加傾向。 
○他の県・市では、昨年度と比べ横ばい若しくは改善傾向。 

11 ※工種別の「全発注方式件数」から算出            

岩手県 
（土木） 

一般競争＋随意契約 

宮城県 
（土木一式） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

福島県 
（一般土木） 

一般競争＋随意契約 

仙台市 
（土木） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

東北地方整備局 
被災３県（一般土木） 

一般競争＋指名競争＋随意契約 

※被災三県仙台市については、本省土地・建設産業局建設業課への提出データから算定。 
※東北地方整備局は、東北地整管内工事のうち、被災三県の集計データを使用。 

（平成25年12月末時点） 

 
 

 
 



2-1 被災３県における契約状況 

平成24・25年度入札不調等の発生状況（直轄：一般土木） 
○直轄における不調等の発生率も、岩手県内で増加。 
○岩手県内について、ランク別に見ると、特にＢ・Ｃランクで増加傾向。 
○不調等発生の一要因として、地元企業の手持ち工事量の増大が挙げられる。 
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※東北地方整備局は、東北地整管内工事のうち、被災三県の集計データを使用。 

東北地方整備局 

被災３県計（一般土木） 

東北地方整備局 

岩手県（一般土木） 

東北地方整備局 

宮城県（一般土木） 

東北地方整備局 

福島県（一般土木） 

上段：不落その他発生率 
下段：不調発生率 
 

○岩手県内直轄工事ランク別 不調等発生状況 



被災三県仙台市の不調・不落への対策状況（平成２５年１２月末時点）

項目

機関名

・H25不調発生率は、9月以降上昇傾
向（11月がﾋﾟｰｸ）
・2500万円未満と5億円以上工事、建
築一式,土木一式の発生率高い

・発注ロット拡大、・地域要件拡大、・発注等級格上げ等を
工事規模や施工地域など状況により組合せて再発注対
応。
・複数者見積合わせによる随意契約も活用

・再入札・随意契約等活用で契約ま
で時間を要しているものの、着実に
契約を進めている段階。

・H25不調発生率は前年に比べ減少傾
向も、9月以降上昇傾向（11月がﾋﾟｰｸ）
・3～5億円、1億円未満、土木一式工
事の不調が多い。

・ロット拡大・設計内容見直し・地域要件拡大により一般競
争で再発注。再不調の場合は指名競争又は随意契約も活
用。
・施工体制事前提出（オープンブック）方式の適用を緩和。
（H25.9.1～）

・複数回の再発注によりほぼ契約で
きているが，一部工種で契約までに
時間を要する状況。

・H25不調・不落発生率は、前年と同程
度。9月以降も横ばいの状況。

・発注時期調整、設計内容見直し（合冊等）等工夫し再発
注対応。
・緊急を要する災害復旧工事等では複数見積もり合わせ
による随意契約により速やかに対応

・複数回の再発注によりほぼ契約で
きている。

・H25不調・不落発生率は、前年と比べ
減少傾向も、9月以降は全工種で上昇
傾向。
・少額工事（3千万円未満）・通常工事
を中心に発生。

・案件毎の規模・内容等を考慮し、発注時期調整、地域要
件拡大、更なるロット大型化、入札方式見直し等工夫し再
発注対応。
・緊急工事では随意契約も活用。（H25は通常工事に移行・
随意契約は減少。）

・再入札で契約まで時間を要してい
るものの、着実に契約を進めている
段階。

・H25不調等発生率は、前年と比べ岩
手県内で増加傾向。

・不調等の要因を分析し、ロット及び地域要件の拡大、設
計内容の見直し等を実施し、再発注。

・再契約まで時間を要する工事があ
るものの、再発注や既契約工事へ
の設計変更による追加等により、契
約を推進。

東北地整

不調・不落等の現状
（Ｈ２５．９月以降）

対　　　応 再発注後の契約状況

岩手県

宮城県

福島県

仙台市

　　　

　 　　

　

　

　

　

　

　

2-1 被災３県における契約状況 

被災地における再発注時の対応 
○不調等の工事については、ロット拡大・要件緩和等を行ってからの再発注や既契約工事への 
 設計変更による追加等により、着実に契約を進めている。 
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２．入札契約及び人材・資材の状況 

  2-2 資材・技能労働者等の状況 
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　※「建設労働需給調査結果」（国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課）の「地域別の状況（原数値）」過去データを用いてグラフ作成したもの。※http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/rodo.htm
　※「6職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
　※調査対象日は毎月１０～２０日までの間の１日（日曜・休日を除く）
　※調査対象は建設業法場の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約３,０００店社（うち有効回答者数1,174社（H25.12の場合））
　※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数
　　　過不足率＝（（②-③）／（①＋②））×１００　
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10.0

11.0

12.0

建設技能労働者過不足率の推移（６職種計・地域別）（原数値）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全国

不

足

過

剰

東日本
大震災

2-2 資材・技能労働者等の状況 

建設技能労働者過不足率の推移 （建設労働需給調査より）  

15 

H18.4～H25.12 

○東日本大震災以降、全国的に技能労働者不足傾向が継続。東北は全国と同程度。 
○地域によっては、技能労働者（鉄筋工･型枠工）の確保に苦慮している。（業界ヒアリング） 



2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5
セメント 生コンクリート 

骨材（砂） 骨材（砕石） 

骨材（再生砕石） アスファルト合材（新材） 

異形棒鋼 Ｈ形鋼 

木材（型枠用合板） 石油 
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震
災 

震
災 

 主要建設資材の需給動向 

※数字は、モニターから得た回答「緩和」「やや緩和」「均衡」「ややひっ迫」「ひっ迫」を１～５点とし、全モニターの回答を平均したもの 
出典：主要建設資材需給・価格動向調査（国土交通省） 

ひっ迫
（不足） 

緩和 
（過剰） 

【全 国】 

均 衡 

【被災３県】 

2-2 資材・技能労働者等の状況 

主要建設資材の需給動向 

 ○被災３県において、深刻な不足傾向は見られないが、生コンクリート、骨材、鋼材に 
  ついては、今後も注視。 



これまでの対策と今後の取り組み 

17 

３． 施工確保対策 

  3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

  3-2 更なる施工確保対策   



これまでの対策と今後の取り組み 
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  3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

   



需給バランスの安定を維持する地区

対応方針により供給を確保する地区

工事動向の見極めが必要な地区

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

沿岸９地区 生コン対策状況 
 

 
○官民協力のもと生コンプラント新設等により、生コン供給の逼迫感は緩和。 
○仙台地区では、エリアを越えた供給調整により、さらに逼迫感が改善される見通し。 

地区名 現状と今後の見通し
復興加速化会議（H25.10.7）

時点の対応方針
現在の対応状況

久慈
生コンプラントの生産体制強化やミキサー船
の導入等により、現状及び今後も安定の見
通し。

官民協力で需給バランスを安定維持。 官民協力で需給バランスを安定維持。

宮古
骨材の広域調達や生コンプラントの体制強
化等により現状は安定。今後は三陸沿岸道
路工事により需要が急増。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）予定。官民協力で需給バランスを
安定維持。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）。H26.9月稼働予定。官民協力
で需給バランスを安定維持。

釜石
骨材の広域調達や生コンプラントの生産体
制強化等により現状は安定。今後は三陸沿
岸道路工事により需要が急増。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）予定。官民協力で需給バランスを
安定維持。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを開
始（１０月）。H26.9月稼働予定。官民協力
で需給バランスを安定維持。

大船渡
骨材の広域調達や民間プラントの稼働等に
より現状は安定。今後は県漁港海岸工事に
より需要が上廻る見通し。

今後の工事動向を見極めながら、官民が協
力して機動的に対応。
（民間プラント１基検討中）

民間プラント（１基）が建設中であり、H26.4
稼働予定。官民協力で需給バランスの安定
を維持。

気仙沼
骨材の広域調達や民間プラントの稼働等に
より現状は安定。今後は県海岸工事により
需要が急増。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを開
始（９月）。今後の工事動向を見極めなが
ら、官民が協力して機動的に対応。

県が公共プラント（２基）新設の協定を締結
（１１月）。H26.4月稼働予定。今後の工事
動向を見極めながら、官民が協力して機動
的に対応。

石巻
骨材の広域調達や生コンプラントの体制強
化等により現状は安定。今後は県海岸工事
により需要が急増。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを開
始（９月）。今後の工事動向を見極めなが
ら、官民が協力して機動的に対応。

県が公共プラント（２基）新設の協定を締結
（１１月）。H26.4月稼働予定。今後の工事
動向を見極めながら、官民が協力して機動
的に対応。

仙台

骨材の広域調達やコンクリート製品への転
換等により供給力は向上。今後も新設民間
プラントの稼働状況や民間需要の動向に注
視必要。

民間プラント（１基）が稼働準備中。引き
続き砂の広域調達の拡充や川砂の活用と
合わせ、対応方針に沿って供給確保。

民間プラント（２基）が稼働準備中。引き
続き砂の広域調達の拡充や川砂の活用と
合わせ、対応方針に沿って供給確保。

相双
骨材の広域調達や生コンプラントの生産体
制強化等により現状は安定。
今後も概ね安定傾向。

民間プラント（１基）が９月に稼働。今後の
工事動向を見極めながら、官民が協力して
機動的に対応。

民間プラント（１基）が９月に稼働。今後の
工事動向を見極めながら、官民が協力して
機動的に対応。

いわき
生コンプラントの生産体制強化やミキサー船
の導入等により現状及び今後も概ね安定の
見通し。

民間プラント（１基）が建設中。今後の工
事動向を見極めながら、官民が協力して機
動的に対応。

民間プラント（１基）が１１月に稼働。今後
の工事動向を見極めながら、官民が協力し
て機動的に対応。

福島県

岩手県

宮城県
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釜石市 

宮古市 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

生コンクリート不足対策   三陸沿岸道路専用“公共プラント”の設置 
       
   

 
   
    

トンネル工事
  掘削工
  復工コンクリート
  仮設工

生コンプラント
  設置・運営・撤去

Ａ工事

Ｂ工事

Ｃ工事

【公共プラント設置イメージ】

（直轄工事）

工事発注

※三陸沿岸道路の専用プラントとして、Ｈ２６～Ｈ２８
 （２～３年程度）の稼働後撤去。

橋梁工事

支給

会議後の動き 

（国土交通大臣からの指示事項） 

        ○国整備の生コンクリートプラント（宮古、釜石）については、 
                                     確実に来年９月から稼働させること。 
 

○公共プラント設置の対応工事について、 
                 宮古・釜石両地区ともに工事公告済み。 
             １０／２２公告： 
（宮古地区）     （工事名）国道４５号摂待道路工事（田老岩泉道路） 
             ※ 本工事のほか、三陸沿岸道路９トンネル工事に供給予定 
             ※ 約１５万㎥の製造を予定  
                （年間６～８万㎥規模のプラントを想定） 
             ※ Ｈ２６．１．２２契約済（当初工期：Ｈ２８．１２．１５）       

             １０／３１公告： 
（釜石地区）     （工事名）国道４５号新鍬台トンネル工事（吉浜釜石道路） 
              ※ 本工事のみに供給予定 
             ※ 約５万㎥の製造を予定  
             ※ Ｈ２６．１．２９落札決定（当初工期：Ｈ２８．９．１６）       

※着実に進捗。 

20 

       
   



サイト名 ： 東北地方整備局 
Ｕ Ｒ Ｌ ：
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00
097/k00910/koukyokouji/hacchusya
kyougikai/mitoshimap.htm 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

発注見通しの統合化 

会議後の動き 

（国土交通大臣からの指示事項） 

 ○計画的な技術者の配置、資機材の調達を行いやすくするための環境整備として、 
 各機関の発注見通しの全容が把握できるように統合して公表する仕組みとする。  

○「発注見通しとりまとめ版」を平成25年11月１日より運用開始。地整HPで公表。 

※「東北地方発注者協議会」
の取り組みとして実施。 

21 

・東北を３２地区に分けて発注見通しをとりまとめ 

・国、県、市町村等の公表内容をまとめて掲載し内容も充実 

・毎月１回の更新を基本とし、公表機関、内容の充実に努める 

   ○H26.1更新時点 
１７６機関（約７割）が参加 

http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm
http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/koukyokouji/hacchusyakyougikai/mitoshimap.htm


0戸 5,000戸 10,000戸 15,000戸 20,000戸 

福島県 

宮城県 

岩手県 

三県合計 

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

災害公営住宅の建築工事の進捗状況と見通し 

災害公営住宅の建築に係る工事着手の進捗状況と見通し 
平成24年11月末 

1,572戸 
平成25年8月末 

3,720戸 
平成25年度末(予定) 

11,969戸 

平成26年度末(予定) 
19,404戸 

※見通しは、国土交通省(平成25年11月末時点)調べ 
※平成27年度以降の工事着手分については記載していない 

○ 現時点(11月末現在)と復興工程表(9月末現在)を比較すると、 

 各地区の進捗に応じて、一部の地区(10地区/全約500地区)においては関連工事との工程調整や資材手配に時間を要す

ること等により各年度の完成予定に変更(遅れ)が生じているものの、概ね計画に従って進捗。 

平成25年11月末 
5,258戸 

○ 用地については、現時点(11月末現在)で15,436戸分を確保(平成24年11月末時点では6,429戸分) 

 災害公営住宅の建築工事は、一部の地区で工程見直しがあるものの、 

 着実に推進。 
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3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

住宅再建の円滑化のための工夫 
平成26年度に工事がピークを迎えるにあたり、供給円滑化のための様々
な工夫を講じていく。 

造成工事が不要な土地の活用 

住宅再建の先行整備 

建築工事の工期短縮 造成工事の工期短縮 

住宅再建の見える化 地域工務店等の連携 

○学校、公園の跡地等公的不動産の活用 

女川町陸上競技場跡地地区 

○CM方式の導入等による市街地整備事業の
宅地供給の早期化 

東松島市野蒜北部丘陵地区 

○スチールハウス、PC工法、プレハブ工法等
工場生産による現場工期の短縮 

釜石市上中島地区 

○モデルハウスの整備、住宅再建相談会の
開催等による住宅再建イメージの醸成 

女川町災害公営住宅モデルルーム 

○地域の工務店、森林組合等の連携による
施工体制の確保 

気仙沼地域住宅生産者ネットワーク 

○市街地整備事業区域においてインフラ等の
条件を踏まえて住宅を先行整備 

陸前高田市下和野地区 

23 事業主体(市町村等)が活用できるよう整理し、情報提供を図る 



3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

住宅再建に係る事業の施工確保のための意見交換等 
災害公営住宅の整備等に関する関係者間で情報共有、意見交換を行いな
がら、建築工事の円滑な施工確保を図っている。 

各地域（県等）ごとに発注者、受注者で十分に連携し、対応等を深めていくことを決議 
（情報連絡会は、３県にわたる情報共有の必要性等に応じて開催） 

構成員：発注機関（岩手県、宮城県、 福島県、仙台市） 
      建設業者団体（東北建設業協会連合会、日本建設業連合会東北支部） 
      関係機関（住宅生産団体連合会、各県地域型復興住宅推進協議会、都市再生機構、東北地方整備局） 

 

目的：災害公営住宅の整備に係る建築資材の需給の見通し等について、関係者間で情報共有を図り、円滑な施工の確保に寄与 

災害公営住宅整備に係る資材対策等に関する情報連絡会（平成25年9月6日設置) 

 

9/27 岩手県プレハブ建築協会と意見交換 

2/17 岩手県の住宅再建に係る生産者等

意見交換会(予定) 

 

 

 

 

 

11/13 宮城県建設業協会建築委員会と意見交換 

11/20 みやぎ復興住宅整備推進会議開催 

2/12 みやぎ復興住宅整備推進会議(予定) 

 

 

 

 

9/27 福島地域型復興住宅推進会議開催 

2/3 ふくしま復興住宅供給促進会議開催(予定) 

 

 

 
状況に応じて、機会を捉えて情報共有・意見交換を実施 

岩 手 県 宮 城 県 福 島 県 

共有 24 



須賀川市
小野町

川内村

田村市

葛尾村

飯館村

川俣町
飯野町

伊達市

国見町

桑折町

湯川村
会津坂下町

西会津町

会津若松市

会津美里町柳津町

三島町

金山町

昭和村
只見町

福島市

二本松市

大玉村

本宮市

三春町郡山市

猪苗代町

北塩原村

磐梯町

喜多方市

桧枝岐村

南会津町

下郷村

平田町玉川町
矢吹町

鏡石町

天栄村

塙町

棚倉町

鮫川町

浅川町 古殿町

石川町中島村泉崎村

白河市

西郷村

相馬市

南相馬市

浪江町

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

いわき市

矢祭町

新地町

気仙沼市

南三陸町

石巻市

女川町

登米市

栗原市

大崎市

桶谷町

美里町

加美町

色麻町

大衡村

大和町

冨谷町

大郷町
松島町

東松島市

利府町

多賀城市

塩竈市
七ヶ浜町仙台市

川崎町

蔵王町

村田町
名取市

岩沼町

垣理町

山元町

角田市

丸森町

白石市
七ヶ宿町

柴田町

大河原町

宮古市

山田町

雫石町

矢巾町

紫波町

西和賀町

北上市

八幡平市

岩手町

葛巻町

滝沢村

盛岡市

岩泉町

洋野町
軽米町

九戸村

花巻市 大槌町

釜石市

遠野市

住田町

陸前高田市

大船渡市

金ケ崎町

奥州市

平泉町
一関市

藤沢町

二戸市

一戸市
久慈市

野田村

譜代村

田野畑村

 （国土交通交大臣からの指示事項）   

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

被災市町村に対する用地事務支援 
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２  用地職員の被災市町村への派遣  平成２５年１０月以降、市町村の意向を 
 踏まえ、２５市町村に個別相談を実施 

 
 

 

１ 平成２５年１０月に被災市町村あて通知を発出 
①用地職員の被災市町村への派遣 
②被災市町村への相談窓口の設置 
③被災市町村への研修講師の派遣 

    

     

   

    

  

   

 

岩手県 宮城県 福島県 

久慈市 
野田村 

普代村 

田野畑村 
岩泉町 

宮古市 

山田町 

大槌町 
釜石市 

大船渡市 

陸前高田市 

気仙沼市 

南三陸町 

石巻市 

女川町 

東松島市 

松島町 
利府町 

塩竃市 仙台市 

名取市 

亘理町 

山元町 

南相馬市 

いわき市 

個別相談回数 
１回 

２回 

３回 

４回 

 ※１回には資料送付を含む 

※市町村名の記載があるもの 

    は個別相談を実施 

※相続人多数、墓地等の課題  

   のある市町村に複数回個別 

  相談を実施 

   ○被災市町村に東北地方整備局用地職員を派遣   

会議後の動き 
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被災市町村への用地事務に関する  
資料の提供   
       ※ 補償金算定資料・業務委託関係資料・                                                              

被災市町村への東北地方整備局用地職員の派遣や復興庁と連携した  
            取り組みにより、復興事業の用地取得を加速化                            

土
地
の
権
利
者
調
査 

１ 土地の権利者調査や用地取得交渉等に 
 

                                                            

所
有
者
等
が
不
明 

 

     ○事業認定手続きの期間の短縮（３ヶ月→約５０日） 
                                                                            

                                              
 

    

                                                          

    

東北地方整備局の取り組み 

被災３県で財産管理人を１８件選任  

おける補償コンサルタント等の活用 

○財産管理人の選任手続きの期間短縮（１ヶ月→１～２週間）                                        

○財産管理人候補者の確保（約500人）                                                                                 

２ 土地収用制度の活用 

 
 

用
地
取
得
交
渉 

３ 財産管理制度の活用 

岩手県：久慈市・野田村・田野畑村・宮古市・山田町・大槌町   
 釜石市・大船渡市・陸前高田市           

       宮城県：南三陸町・石巻市・松島町・利府町・多賀城市・仙台市     
名取市・山元町                    

福島県：いわき市                              

                     岩手県： 鵜住居・片岸海岸（岩手県釜石市）における防潮堤事業→平成２５年８月告示                    
                                                            金浜地区海岸（岩手県宮古市）における防潮堤事業     →平成２５年１２月告示                             

                  宮城県： 鹿折川（宮城県気仙沼市）における河川堤防事業       →申請準備中                           

 補償コンサルタントのリストなど  

  ○モデルケースの設定               

3-1 前回会議を踏まえた対応状況 

復興事業における用地取得の取り組みの加速化 
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施工確保対策 

27 

  3-2 更なる施工確保対策 



状　　況 今まで講じてきた措置
（第2回加速化会議(10/7)以前）

 現場の実態からの課題
（第2回加速化会議(10/7)以降）

・資材不足のため、施工者
が工事実施地域で資材を調
達できない

・地域外から資材を調達するために施工者が必要と
する輸送費等の調達費用について、設計変更対応
により発注者が確実に支払うことを条件に契約。

・資材の設計単価は「現場持込み単価」だが、実際の調
達実態（供給先引渡し）と異なり、運搬費や仮置きに係る
費用が生じて割高となっている場合があるため、設計変
更対応が必要。
（※平成２５年11月６日以降適用する旨通知済み。）

・資材不足等で、標準歩掛と
施工実態に乖離（日当り作
業量の低下）が生じている

・土工及びコンクリート工（３２工種）に、日当たり作
業量を１０％低減させた「復興歩掛」を用いて積算
（平成２５年１０月１日以降入札から適用）

・土工やコンクリート工といった直接工事費のみならず、
現場管理費や共通仮設費といった間接工事費にも積算
額と支出実態との乖離が生じており対応が必要。

・工期中の資材価格の高騰
のため、当初の請負代金額
が不適当となった場合

・生コン等の対象品目毎に、単価変動に伴う工事費
増分の一部について、「単品スライド条項」（公共工
事標準請負約款第２５条第５項）に基づき契約額を
変更
・被災三県で実施する工事において「インフレスライ
ド条項」（同約款第２５条６項）適用可。

・単品スライドは、搬入月毎の数量と材料単価の把握の
ために、証明書類（納品書、領収書等）のとりまとめ・提
出が必要となり、受注者の負担が大きく、活用されにくい
ので、手続きの簡素化が必要。

・配置技術者（監理技術者）
が不足しているとともに、若
手技術者の活用が不十分で
ある。

・「5km以内の現場の兼務可」や「雇用期間の短縮」
など資格要件の緩和措置の実施。（近接間隔１0ｋｍ
程度まで緩和済：H25年9月19日付け）
・配置技術者の入札参加資格の要件（施工実績）を
企業の施工実績よりも緩和。

・若手技術者を育成し、監理技術者へ登録できるような
実績を付与する試みが必要。（※平成26年1月から試行
開始）

・監理技術者の効率的な活用を図るため、途中交代の柔
軟な運用が必要。

  

　 　　

　

　

　

　

　

　

3-2 更なる施工確保対策 

被災地における施工確保対策に対する課題 
○復興加速化に向け、これまで実施してきた施工確保対策に対し、現場の実態から、 
 更なる対応が必要。 
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被災地での工事の実態 

・工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足により、作業効率の低下が生じており、 
 直接工事費だけでなく、間接工事費（共通仮設費および現場管理費）についても現場の 
 実支出が増大している。 

「復興係数」による間接工事費補正の概要 

上記の結果、積算額と支出実態とが乖離し、入札不調・不落が頻発 

実態調査に基づき、間接費の割り増しを行う「復興係数」を導入する 

補正対象地域：被災三県（岩手県、宮城県、福島県） 
 
補正対象工種：被災三県にて施工されるすべての土木工事 
 
補 正 方 法：対象額により算定した共通仮設費率及び現場管理費率に以下の復興係数を乗じる。 

          共通仮設費：１．５   現場管理費：１．２ 
 

3-2 更なる施工確保対策 

 “復興係数”による間接工事費の補正 
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価格変動後の金額の算出方法 
（Σ単価×数量） 

単価 数量 

現行 
搬入月の実勢単価 

搬入月毎の数量 
（提出された証明書類で確認） 

安価な方を採用 
（受発注者の負担大） 搬入月の購入単価 

簡素化 出来高増加月※の実勢単価 
出来高増加量※から 
算出される搬入月毎の数量 

実勢価格等 
官積算により算出 
（受発注者の負担減） 

※出来高報告書等の発注者が有する情報により出来高増加月や出来高増加量を把握 

■対象地域：東日本大震災 被災三県（岩手県、宮城県、福島県）を施工地域とする公共工事 
■スライド額算出方法： 
    スライド額＝（価格変動後の金額－価格変動前の金額）－（請負代金額×１／１００） 
   価格変動後の金額算出方法を次のとおりとする。 

○ 契約後の資材価格変動に対応する単品スライドは、通常、搬入月毎の数量と材料単
価を把握するため、証明書類（納品書、領収書等）をとりまとめ・提出する必要がある。 

○ 今月から、実勢単価等の官積算により算出することで、証明書類のとりまとめ・提出を
不要とし、受発注者の負担を軽減し、簡素化を図る。 

3-2 更なる施工確保対策 

手続き簡素化の試行（単品スライド条項） 
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3-2 更なる施工確保対策 

追加実施の主な施工確保対策 

○これまで実施してきた施工確保対策に加えて、以下の対策を追加実施。 

   

２．技術者等不足に対応するために 

①技術提案一括審査方式の拡大 
  →複数受注可方式を実施（Ｈ２６．１～） 

①拡大Ｃの対象拡大 
  →「復旧・復興工事関連」から被災3県の全工事に 
    適用拡大。（Ｈ２６．１～） 

 
   
   

②監理技術者の確保（途中交代の要件緩和） 
  →監理技術者の途中交代の柔軟な運用。 

 

  
  

４．岩手県内等におけるＣランク規模の工事を 
 推進するために 

 
   ①“復興係数”による間接工事費の補正（今回）※再掲 

  →間接費の割り増しを行う「間接工事費の被災地補正」を 
  導入。（Ｈ２６．２～） 

１．資材価格等の上昇に対応するために 

④土砂･砕石の供給先引渡し単価の適用 
  →供給先で引き取る場合の実取引に応じた価格で精算 
  変更。（Ｈ２５．１１．６～） 

③適切な工期延期と経費計上 
  →工期延期が生じた場合の適切な経費計上を各現場で 
  徹底するよう再周知。（Ｈ２６．１通知） 

②手続き簡素化の試行（単品スライド条項）（今回） 
                                                                                              ※再掲 
  →単品スライドにおける採用単価に関する事務手続きを 
  簡素化。（Ｈ２６．２～）   ③若手技術者の確保・育成 

  →総合評価方式（二極化）導入に合わせ、専任補助者 
  配置により若手技術者を育成。（Ｈ２６．１～） 

３．発注の円滑化を行うために 

①手持ち工事に配慮した工事発注 
  →現在の手持ち工事の完了時期（年度末）に合わせた 
  工事発注など  

④プレキャスト製品の活用 
  →ＢＯＸカルバート等のプレキャストコンクリート製品への 
  転換の拡大を図り、技能労働者の必要人数を低減。 

 

②発注ロットの大型化 
  →復旧・復興道路工事等について、集約化し発注ロットを 
  大型化。  31 
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横断ボックスにおけるプレキャストコンクリート製品の施工状況 

現場打ち
ＢＯＸ 

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ
ＢＯＸ 

転 換 

3-2 更なる施工確保対策 

技能労働者の確保に着目した施工確保対策 

○ 技能労働者の確保対策として、「設計労務単価の引き上げ」、「間接工事量の補正」の他、現場打ち 
   コンクリート構造物のプレキャストコンクリート製品への転換の拡大などにより、技能労働者（鉄筋工・型枠工）  
   の必要人数の低減を図る。 

 
 

 

 

 
 

 
 

      

 
    

  

  
         

   
  

    

  
     

 
     

 
     

 
  

   
   
 
   

   
   
 

  

 

◆ 平成２６年度以降 → 約 ２００箇所 

通常、現場打ちコンクリートで施工
する、内空断面が４m2程度以上の
大型のBOXカルバートをプレキャ
ストコンクリート製品に転換。 

プレキャストＢＯＸの搬入･据付状況 

● 三陸沿岸道路の横断ボックスについては、特殊な構造のものを除いて 
   プレキャストコンクリート製品への転換の拡大を図る。 



○近接の間隔を１０km程度に
緩和 

 3-2 更なる施工確保対策 復旧・復興事業の施工確保対策一覧 

発注準備 
積算 入札公告 

契約 
着工準備期間 工事中 

■対策21．一人の主任技術
者による２以上の工事現場
の管理 

■対策22．技術者及び現場代
理人の配置緩和措置の適
切な活用 

■対策17．復興ＪＶの活用 

■対策14．発注ロットの拡
大 

■対策15．地域要件の緩
和（県内→東北管内企業
まで拡大） 

■対策７．市場高騰に対する
労務費・資材費の見積活
用による積算 

■対策９．宿舎設置に伴う費
用の積上げ計上 

■対策10．地域外からの労
働者確保に関する間接費
補正 

■対策20．工期における余
裕期間の設定 

■対策19．契約時点の最
新単価に基づく契約変更 

■対策23．宿泊費等に係る間
接費の設計変更 

■対策24．建設資材の遠隔
地からの調達に伴う設計変
更 

■対策25．物価変動等に伴
うスライド変更 

（インフレ／単品 スライド） 

■対策26．適切な工期延長
対応 
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（凡例）＜対応策の目的＞ 
■官民の協力・連携  
■発注の円滑化 
■必要な費用の適正な積算 
■技術者・技能者の確保 
■資材の確保 

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ 

■対策１．復興まちづくりにお
けるＣＭ方式の活用 

■対策11．施工箇所が点在
する工事の間接費の算定 

○建設業者の不足、人材・資材の不足や価格高騰の状況で、復旧・復興事業の円滑な施工を確保するため 
 様々な対策を実施。※（第2回）会議後にも新たな対策を追加施行。 

■対策12．被災地で使用す
る建設機械損料（維持修繕
費率）を補正 

■対策８．資材の積算単価
に毎月公表される速報価
格を採用 

■対策16．地元企業の参
加可能額の拡大 

（Ｂ＋Ｃ）、（拡大Ｃ） 

（凡例） 
□東北地整独自運用 

■対策18．「技術提案一括
審査方式」の導入 

■対策６．実勢価格を反映し
た設計工事労務単価の改
定 

（凡例） 
□１０月以降の施策 

■対策２．事業促進ＰＰＰの企
画・導入 

■対策13．土工とコンクリー
ト工における復興歩掛りの
活用 

工事着手前 

＜事業推進体制の強化＞ 

＜建設資材対策＞ 
■対策３．「建設資材対策東
北地方連絡会」 
資材需給情報共有・調整 
※資材/地区別分会も 開催 

■対策４．<生コン対策> 
砂の確保（ストックヤードの確

保・域外調達） 

■対策５．<生コン対策> 
・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品等への転換 
・港湾工事における「ミキサー

船」の導入 

■■対策29．土砂･砕石の
供給先引渡し単価の適用（
精算変更）（H25.11.6～） 

■■対策28．発注見通し統合
化（H25.11.1～） 

○<生コン対策> 
・仮設公共プラント設置 

○新たに「災害公営住宅専門
部会」を設置 

○ひっ迫する生ｺﾝ用骨材 
（砂）として、川砂（河川・ダム
湖）を供給支援 

○H25.4改定で被災三県前
年度比約21％UP 

■対策32．“復興係数”によ
る間接工事費の補正 

 （今回H26.2～） 

○被災３県の全工事に運
用拡大（H26.1～） 

○複数受注可方式にも運
用拡大（H26.1～） 

■対策27．設計変更等によ
る柔軟な運用の実施（既契
約工事への設計変更によ
る追加など） 

○手続き簡素化の試行（単
品スライド）（今回H26.2～） 

○工期延長に伴う適切な経
費計上の徹底（H26.1通知） 

■対策30．総合評価（二極
化）導入による入札手続
きの簡素化（H26.１～） 

■対策31．監理技術者の途
中交代の要件緩和 

■補助者配置で若手技術
者の確保･育成（H26.1～） 

○H26.2 改定で被災三県
H25.4比約8％UP  

 



 

公共工事設計労務単価の改訂について 
Ⅰ ．公共工事設計単価の改訂（平成２６年２月適用開始） 

 
(１) 最近の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映 （例年の４月改訂を前倒し） 

(２) 社会保険への加入徹底の観点から、必要な法定福利費相当額を反映 （継続） 

全  国（16,190円）平成25年４月比；＋７．１％（平成24年度比；  ＋２３．２％） 

被災三県（17,671円）平成25年４月比；＋８．４％ （平成24年度比；＋３１．２％） 

Ⅱ ．技能労働者の処遇改善・若年入職者増加に向けた関係者への要請（平成２６年１月３０日） 

建設業団体あて 地方公共団体等（公共発注者）あて 
（１）公共工事設計労務単価の改定値の早期適用 
（２）ダンピング受注の排除・歩切りの根絶 
（３）適切な水準の賃金や法定福利費の支払、社会保

険等への加入徹底に関する元請業者指導 
 

民間発注者あて 
（１）労務費・資材費の上昇傾向を踏まえた工事発注

や契約変更 
（２）法定福利費相当額の適切な支払い 
 ・ 法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負
担分）を適切に含んだ額による工事発注 

（３）消費税の適切な支払い 

（１）技能労働者への適切な水準の賃金支払 
  ・適切な価格での下請契約の締結 
 ・労働者への適切な水準の賃金支払を元請から下請に要請   
 ・ 雇用する技能労働者の賃金水準を引上げ 
（２）社会保険等への加入徹底 
 ・ 元請は、法定福利費相当額（労働者負担分及び事業主負担
分）を適切に含んだ額による下請契約を締結 

  ・ 下請は、技能労働者に法定福利費相当額を適切に含んだ賃
金を支払い、労働者を社会保険に加入させる 

（３）若年入職者の積極的な確保 
（４）ダンピング受注の排除 
（５）消費税の適切な支払い 
 
Ⅲ ．今後の取組み 

 
(１) 技能労働者の賃金水準の実態を注視 
(２) 国交省直轄工事の元請・一次下請については、社会保険加入企業に限る方向で検討（平成２６年度中に開始） 

地方公共団体等、他の公共工事発注者にも、同様の検討を要請 

全職種平均 
※１ 入札不調の増加に応じて単価を引き上げるよう措置（継続）（当面被災三県のみ） 
※２ 一定の既契約工事についても、新労務単価を踏まえてインフレスライド条項を適用 
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Ⅰ ．単価設定のポイント 

 
(１) 労務単価の機動的見直しに合わせ、例年の４月適用を２月に前倒し 
 

34,033円 対前年度比；＋４．７％ 

２．単価の種類と増加率 

（参考）設計業務委託等技術者単価とは 
 
 設計業務委託等技術者単価は、国土交通省が発注する公共工事の設計業務委託等の積算に用いるため

の単価であり、毎年度実施している調査設計業務等技術者給与実態調査結果に基づいて決定している。 

（毎年度１月末公表） 
 

全職種平均値 

  

(２) 実勢価格の的確な反映 

（１）設計業務（７種類） 40,143円 対前年度比；＋４．６％ 
   構造物設計、発注者支援業務など、建設コンサルタント業務の積算に用いる単価 
（２）測量業務（４種類）  27,100円 対前年度比； ＋８．４％ 
   基準点測量、水準測量など、測量業務の積算に用いる単価 
（３）航空関係（４種類）  33,825円 対前年度比； ＋０．８％ 
   空中写真測量及び航空レーザ測量に係る航空関連の積算に用いる単価 
（４）地質業務（３種類）  29,300円 対前年度比； ＋７．１％ 
   ボーリング作業の現場における作業指揮、計器操作など、地質調査業務の積算に用いる単価 
 

設計業務委託等技術者単価の改訂について（平成26年度） 
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復旧・復興の進捗状況と更なる取組復旧・復興の進捗状況と更なる取組

宮城県土木部

－目 次－

● 公共土木施設の復旧工事の進捗状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

● 災害に強いまちづくり宮城モデルの構築の進捗状況 ・・・・・・・・

● 平成２４・２５年度入札不調及び実不調率について・・・・・・・・・・・

● 平成２５年度入札不調の現状及び更なる入札不調対策 ・・・・・・

● 復興まちづくりの加速化について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

復興加速化会議（第３回）
平成２６年２月１日
宮城県土木部

〔資料１〕

〔資料２〕

〔資料３〕

〔資料４〕

〔資料５〕



項目
（最大被害等）

（着手・完成）／
（復旧箇所・復旧費）

進捗率

○「次世代に豊かさを引き継ぐことのできる持続可能なみやぎの県土づくり」の理念のもと，県民の命
と生活を守り，震災を乗り越え，更なる発展につなげる県土づくりを目指して取り組んでいます。

項目
（最大被害等）

（着手・完成）／
（復旧箇所・復旧費）

進捗率

道路・橋梁施設

（復旧工事）

被災箇所数：
道路 1,437箇所
橋梁 128箇所

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約95%
完成率 約70％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約52%
完成率 約32％

復旧事業の概要
期 間 H23～27年度
復旧費 約842億円

河川施設
（復旧工事）

復旧事業の概要
期 間 H23～27年度
復旧費 約2,420億円

海岸保全施設
（復旧工事）

被災箇所数：
74施設

復旧事業の概要
期 間 H23～27年度
復旧費 約797億円

砂防・地滑・急傾
斜施設

（復旧工事）

被災箇所数：
9施設

復旧事業の概要
期 間 H23～24年度
復旧費 約8億円

下水道施設
（復旧工事）

被災箇所数：
121箇所

復旧事業の概要
期 間 H23～25年度
復旧費 約402億円

港湾施設
（復旧工事）

被災箇所数：
292箇所

公共土木施設の復旧工事の進捗状況（公共土木施設災害復旧事業 : 県事業 ）

箇所
ﾍﾞｰｽ

箇所
ﾍﾞｰｽ

箇所
ﾍﾞｰｽ

箇所
ﾍﾞｰｽ

箇所
ﾍﾞｰｽ

公共土木施設
(道路,橋梁,河川,海岸,
砂防,下水道,港湾,公園)

被災箇所数：
2,352箇所

復旧事業の概要
期 間 H23～27年度
復旧費 約5,376億円

箇所
ﾍﾞｰｽ

【平成25年12月末現在】

箇所
ﾍﾞｰｽ

沿岸部 着手率 完成率

箇所ﾍﾞｰｽ 約86% 約
46％
金額ﾍﾞｰｽ 約35% 約
12％

凡例

着手

完成

箇所
ﾍﾞｰｽ

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約93%
完成率 約67％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約19%
完成率 約2％

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約80%
完成率 約1％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約34%
完成率 約0.2％

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約89%
完成率 約89％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約99%
完成率 約98％

復旧事業の概要
期 間 H23～27年度
復旧費 約884億円

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約

100%
完成率 約99％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約92%
完成率 約91％

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約65%
完成率 約22％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約40%
完成率 約9％

箇所ﾍﾞｰｽ
着手率 約91%
完成率 約63％

金額ﾍﾞｰｽ
着手率 約37%
完成率 約14％

50％

50％

50％

50％

50％

50％

50％

内陸部 着手率 完成率

箇所ﾍﾞｰｽ 約99% 約96％
金額ﾍﾞｰｽ 約89% 約83％

50％ 50％

金額
ﾍﾞｰｽ

箇所
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

金額
ﾍﾞｰｽ

100％

100％

100％

100％

100％ 100％

100％

100％

100％

資料１
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災害に強いまちづくり宮城モデルの構築の進捗状況

【平成25年12月末現在】

資料２



平成24年度の一般競争入札1,409件（全業種）
（落札件数998件，不調件数411件，不調率29.2%）

●平成25年3月31日現在の未着手工事箇所数・・66件 (実不調率6.2%)

●平成26年1月31日現在の未着手工事箇所数・・10件 (実不調率0.9%)

4

入札不調となった工事については，入札参加者の地域要件や入札方式等を見直しながら，再
度入札を行うことにより，ほぼ契約に至っております。

平成２４・２５年度入札不調及び実不調率について

平成25年度の一般競争入札794件（全業種）
（落札件数590件，不調件数204件，不調率25.7%）

●平成25年11月30日現在の未着手工事箇所数・・72件 (実不調率10.9%)

※実不調率＝未着手工事箇所数÷(落札件数＋H25.3.31時点での未着手工事箇所数)

※平成24年11月30日現在の実不調率 17.5％
※実不調率＝未着手工事箇所数÷(落札件数＋H2511.30時点での未着手工事箇所数)

資料３



平成25年度入札不調の現状及び更なる入札不調対策

（１）沿岸部における大型
土木工事の不調対策

（２）災害公営住宅工事の
不調対策

（３）入札不調のモニタリン
グ，不調原因の分析

○１１月以降，比較的高い不
調率が続く

○大規模工事での入札不調
が増加

○土木工事（河川・海岸災害
復旧工事等）の入札不調
が多い

○最近はＷＴＯ対象工事
（１９．４億円／件～）や災
害公営住宅工事でも入札
不調が発生

■入札不調の現状 ■更なる入札不調対策

5
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（１）沿岸部における大型土木工事の不調対策（新たな対策を列挙）

■ 企業が応札しやすい環境整備
①発注見通しの早期公表（平成26年4月→同2月）

・大規模な河川・海岸災害復旧工事等（沿岸部，復旧・復興を優先）
②入札参加条件（県外企業等の参入機会）の拡大

・ＷＴＯ対象における不調発生工事等において，単独を加えた混合
入札を実施検討

①発注見通しの早期公表（平成26年4月→同2月）
・大規模な河川・海岸災害復旧工事等（沿岸部，復旧・復興を優先）

②入札参加条件（県外企業等の参入機会）の拡大
・ＷＴＯ対象における不調発生工事等において，単独を加えた混合
入札を実施検討

■ 技術者等の確保
③発注ロットの更なる大型化

・地域特性や工事特性を反映
④発注時期の調整・平準化，適正工期の設定

・年度末の特例的入札の実施（工事の端境期対策）
・平成28年度以降の工期設定（平成26年度公告案件以降）

③発注ロットの更なる大型化
・地域特性や工事特性を反映

④発注時期の調整・平準化，適正工期の設定
・年度末の特例的入札の実施（工事の端境期対策）
・平成28年度以降の工期設定（平成26年度公告案件以降）

■ 市場の実勢等を反映した予定価格の設定，

適切な設計変更の徹底
⑤地域特性，現場条件を踏まえた施工計画・仮設計画，積算の徹底

・気仙沼地区，東部（石巻）地区，離半島部等における配慮・工夫等
⑥国の新たな施工確保対策を踏まえた早急な実施，市町村・関係業界への周知徹底

・設計労務単価の改訂，間接工事費の被災地補正，単品スライド簡素化等

⑤地域特性，現場条件を踏まえた施工計画・仮設計画，積算の徹底
・気仙沼地区，東部（石巻）地区，離半島部等における配慮・工夫等

⑥国の新たな施工確保対策を踏まえた早急な実施，市町村・関係業界への周知徹底
・設計労務単価の改訂，間接工事費の被災地補正，単品スライド簡素化等

6



（２）災害公営住宅工事の不調対策

■企業が応札しやすい環境整備
①入札参加条件（県外企業等の参入機会）の拡大

・県内本社又は復興ＪＶ → 県内営業所又は復興ＪＶ

①入札参加条件（県外企業等の参入機会）の拡大
・県内本社又は復興ＪＶ → 県内営業所又は復興ＪＶ

■ 技術者等の確保
②建築・設備工事における発注ロットの工夫

・建築・設備工事や複数地区の工事の一括発注等

②建築・設備工事における発注ロットの工夫
・建築・設備工事や複数地区の工事の一括発注等

■ 市場の実勢等を反映した予定価格の設定，

適切な設計変更の徹底
③実勢価格とかい離のある設計単価における見積り単価の適用③実勢価格とかい離のある設計単価における見積り単価の適用

7

（３）入札不調のモニタリング，不調原因の分析

■ 関係部局と連携したリアルタイムの入札モニタリング
■ 事務所ヒアリングによる地域特性の分析
■ 建設業界との意見交換



8

復興まちづくりの加速化について

●市町間の事業の進捗差，課題の多様化
への対応

●マンパワー不足への対応

●ワーキンググループの設置(H25.7~)

●積極的な活用に向けた支援

●各種事業が錯綜し，事業間調整が必要
●被災者が復興事業の進捗を実感できる

ことが必要

資料５

■ 市町毎の状況に応じたきめ細やかな支援

■ 復興まちづくりの事業調整と見える化

■ 非居住地（防集移転元地等）の利活用の支援

●土木部市町支援チームの派遣(H26.1~)

●事業実施や進行管理に対する支援
●制度拡充等に関する調整
●技術的支援（各種事業勉強会の開催等）
●CM方式導入や大規模ロット発注などに向

けた助言や指導

●任期付き職員の採用派遣

●「復興まちづくり事業カルテ」の作成
●情報提供方法の多様化(H25.5~)

・ホームページでの公開
・市町庁舎，県土木事務所での掲示
・仮設住宅の集会所，商業施設での掲示

●移転元地の利用計画の策定が必要
●沿岸部の広大な公有地の有効活用が

必要



これまでの対策と今後の取り組み

岩手県県土整備部

平成２６年 ２月 １日
復興加速化会議資料

１ 社会資本の復旧・復興ロードマップの進捗状況について

２ 県営建設工事の入札不調状況

３ 岩手県における復旧復興工事の円滑な推進に向けた取り組みについて

４ 災害公営住宅について

５ 用地取得の状況について

資料－３



１ 社会資本の復旧・復興ロードマップの進捗状況について

○海岸保全施設の復旧・整備状況（Ｈ２５.１２月末現在）

○災害復旧事業（県事業）の進捗状況（Ｈ２５. ３月末現在）

○重要港湾における災害復旧工事の進捗状況（Ｈ２５．１２月末現在）

計画地区数 都計決定済 事業認可済 着手済

１８地区（７市町村） １７地区（７市町村） １７地区（７市町村） １７地区（７市町）

○土地区画整理事業の進捗状況（Ｈ２５．１２月末現在）

計画地区数 都計決定済 事業認可済 着手済

９地区（６市町） ８地区（６市町） ７地区（５市町） ４地区（４市町）

○津波復興拠点整備事業（Ｈ２５．１２月末現在）

計画地区数 大臣同意済 着手済 造成完了

５２地区（７市町村） ５３地区（７市町村） ２６地区（７市町村） ３地区（３市）

○防災集団移転促進事業（Ｈ２５．１２月末現在）

○社会資本の復旧・復興ロードマップ
社会資本８分野の復旧・復興の見通しについて情報提供

被災箇所数 平成２４年度末完了 ２４年度末発注済

８１２箇所 ５７４箇所 ７０５箇所

被災岸壁 復旧済み 施工中

６３バース ４９バース １４バース

県整備 市町村整備 整備戸数計 うち着工（全体） うち完成（全体）

２，８５０戸 ３，１８８戸 ６，０３８戸 １，４８６戸（24.6%） ３２３戸（5.3%）

○災害公営住宅整備予定戸数（Ｈ２５．１２月現在）

計画箇所数 着手箇所数 完了箇所数

６５箇所 ５０箇所 １４箇所
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

一
般
海
岸
・

港
湾
海
岸

○　45海岸で堤防・水門等の
復旧・整備を実施
○　20河川で堤防・水門等の
復旧・整備を実施

農
地
海
岸
・

林
野
海
岸

○　16海岸で防潮堤・防災林
等の復旧・整備を実施

漁
港
海
岸

○　54海岸（県25海岸、市町村
29海岸）で防潮堤等の復旧・
整備を実施

○　18地区で土地区画整理事
業を実施
○　52地区で防災集団移転事
業を実施
○　9地区で津波復興拠点整
備事業を実施
○　41地区で漁業集落防災機
能強化事業を実施

○　1路線で街路を整備
　　（単独整備のみ掲載）

○　18路線の34区間（箇所）で
まちづくりと連携した道路を整
備

復
興
道
路

○　3路線の29区間（箇所）で
復興道路を整備

復
興
支
援
道
路

○　5路線の8区間（箇所）で復
興支援道路を整備

復
興
関
連
道
路

○　14路線の15区間（箇所）で
復興関連道路を整備

漁
　
　
港

○　108漁港（県31漁港、市町
村77漁港）で防波堤、岸壁の
復旧・整備を実施

教
　
　
育

○　県立高等学校1箇所、市町
村立小中学校17箇所の整備を
実施（協議、調整中のものを含
む）

復
興
ま
ち
づ
く
り

年度別整備スケジュール
第１期（基盤復興期間） 第２期（本格復興期間） 第３期（更なる展開への連結期間）分野 概要

○　県及び市町村の全体で
6,038戸の災害公営住宅を整
備

災
害
公
営
住
宅

港
　
　
湾

○　6港湾（重要港湾4港湾、地
方港湾2港湾）で湾口防波堤、
岸壁、物揚場などの復旧・整備
を実施

医
　
　
療

○　県立病院3箇所、市町村立
医科診療所3箇所の整備を実
施

一部水門工事

応急対策

応急対策

工事進捗にあわせ順次住宅建設

（H23新規着手）

事業

準備

測量、設計、用地買収等を行い、順次工事に着手（H24新規着手）

用 地

防災林造成工事（高田松原地区）

（県）

（市町村）

測量、設計、用地買収等を行い、順次工事に着手 （逐次供用開始）（H24新規着手）

施工準備

用地 ・ 設計・工事

（宮古港）

（県）

（市町村）

（国）

（県）

施工準備 （堤防設計等）

施工準備 （堤防設計等）

防潮堤・防災林等の復旧・整備工事

応急
対策

施工準備（測量設計等）

事業準備・住民合意（復興計画策定等）

事業計画手続き等（都市計画決定等）

調査・設計・工事等

施工準備
（設計・用地等）

測量、設計、用地買収等を行い、順次工事に着手 （逐次供用開始）

用地・工事の推進 （逐次供用開始）（事業中）

用地・工事の推進 （逐次供用開始）（事業中）

用地・工事の推進 （逐次供用開始）（事業中）

施工準備
（設計・用地等）

設 計

工 事（2,850戸の整備を予定）

用 地

設 計

工 事（3,188戸の整備を予定）

応急対策

施工準備（堤防設計等）

防波堤、岸壁等の復旧・整備工事

湾口防波堤の復旧・整備工事（釜石港、大船渡港）

暫定供用

事業準備

住民合意

用地取得・設計・造成工事

設計、校舎・体育館等建設

建設場所選定

測量、設計、用地買収等を行い、順次工事に着手 （逐次供用開始）

施工準備（堤防設計等）

用地 ・ 設計・工事 （大槌病院、山田病院、高田病院）

測量、設計、用地買収等を行い、順次工事に着手（H25新規着手）
施工準備

（設計・用地等）

防潮堤、水門等の復旧・整備工事 一部防潮堤
等工事

一部の物揚場、臨港道路等防波堤、岸壁等の復旧・整備工事

事業準備 詳細設計・用地測量

工事都市計画変更等

一部（無堤区間）防潮堤工事防潮堤等の復旧・整備工事

完成箇所：小子内海岸、原子内海岸、玉川海岸、久慈港半崎海岸、久慈玉の脇海岸、野田海岸、大谷地海
岸、田の浜海岸、大田名部海岸、小本海岸、野田玉の脇海岸、平内海岸、宇留部海岸（災害復旧事業）、
宇留部海岸（県単治水事業）

・12/12変更認可：山田町（織笠）、12/17事業認可：山田町（大沢）、12/26変更認可：釜石市（平田）

・１２月着手済（３地区）：宮古市（高浜・金浜）、山田町（船越・田の浜）、大船渡市（細浦）
・１２月造成完了（１地区）：大船渡市（小細浦）

・重要港湾現有６７バースすべて利用可能（暫定利用含む）



２ 県営建設工事の入札不調状況
○平成２５年度の入札不調発生状況
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 過去３年間の同時期と比較すると、不調件数、不調発生率とも毎年増加傾向。
 月別の推移は、入札件数、不調件数は９月をピークに減少傾向にあり、不調率も１２月に減少に転じた。

▼過去３ヵ年の入札不調発生状況（４月～１２月） ▼月別の入札不調発生状況（Ｈ２５）

○不調となった工事に対する対応状況

 発注ロットの拡大や発注等級の格上げ等による再入札、随意契約への移行によりほぼ契約できている。

99.3%

89.5%

0.7%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年12月

H24年度末 契約済み

未契約

▼平成２４年度発注工事の契約率

○今後の対応方針

 引続き各施工確保対策の確実な実施、発注ロットの拡大、発注時期の平準化等の入札不調対策を講じていく。
 例年、年度末に向かって入札件数、不調件数とも減少傾向にあるが、今年度は、昨年７月～９月に県内陸部において発生した豪雨災害

の復旧工事の発注が今後増加することから、引続き入札状況を注視しつつ、各施工確保対策の適用を県内陸部へ拡大する。



３ 岩手県における復旧復興工事の円滑な推進に向けた取り組みについて
岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議（Ｈ２５．２．２２設置）

今後本格化する復旧・復興工事を円滑に進めるため、施工確保対策に係る課題の解決策の検討、関係機関との連携
等を目的として設置
沿岸各地域復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議（Ｈ２５．４設置）

土砂の流用調整や資材不足等の課題に対して、発注機関や関係業界団体等が連携して、より具体的な対策を検討・
調整することを目的として設置

岩手県東日本大震災津波復興本部

岩手県復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議
座 長：県土整備部長
構成員：県庁関係課総括課長相当職

沿岸各地域復旧復興工事施工確保対策連絡調整会議
座 長：広域振興局長または副局長
構成員：国、県、市町村、業界団体等

【ミッション】
・復旧復興工事の施工確保対策に係る課題への検討
・復旧復興工事の施工確保対策に係る関係部局等との調整
・復旧復興工事の施工確保対策に係る国、市町村との連携・調整

【作業部会等】（ 土砂調整・資材確保・運搬機能 ）

・定期的な資材需給見通し、土砂発生状況の見通しの把握
・公共事業間、市町村間の土砂流用の調整
・資材需給状況の情報共有と、増産対策の検討等
・大型車両の交通量の増大に伴う交通安全対策の検討等

報告・調整

情報共有・調整

○今後の対応方針

▼建設資材の需給見通しや土砂流用調整など、復旧復興に向けたさまざまな課題
について、きめの細かい情報収集とリアルタイムな情報共有に努め、関係機関
が協力して機動的に対応。

○資材確保対策（生コンについて）

▼生コンの需給見通しについて、発注者、供給業者間で情報共有
・地域的、時期的に差異はあるものの、沿岸各地区においては、概ねＨ２６～
２７年度にかけて需要がピークを迎え、一時的に供給能力を上回る見込み。

▼供給不足に対するこれまでの対策と今後の対応
・既存工場での増産体制整備（設備の更新、骨材ストックヤードの確保）
・民間プラントの新設（宮古地区、大船渡地区）
・国土交通省による三陸沿岸道専用生コンプラントの設置
・遠隔地からの骨材調達に伴う価格上昇への対応
・コンクリート二次製品の活用

○効率的な土砂流用調整

▼岩手県内全体で大量の土砂が余剰となる見通し。
・事業の進捗に伴い変化する土砂の過不足の見込みを、３ヶ月に１度集計。
・県全体で数百万m3の土砂が余剰となる見通し

▼効果的な土砂流用のための調整状況
・発生時期、土質について、各発注機関からの情報を収集し共有。
・近隣市町村の公共事業間での土砂流用を調整。
・発生時期と使用時期の時間差を調整するための一次仮置場の確保を調整。

○工事車両の増加に伴う交通安全対策

▼資材運搬や土砂運搬に伴い、被災地では工事車両が増加
・交通量の変化を、車種別、曜日別に分析し、発注機関、施工業者が情報共有。

・近隣住民からのご意見等を情報共有し、運搬業者等への指導を徹底。
・交通量の増加に伴う危険交差点の状況等について県警と情報共有。



４ 災害公営住宅について

○ 災害公営住宅の進捗状況

○ 入札不調の状況（平成25年度岩手県整備分）
一般競争入札29件の内、8件において入札不調が発生（発生率：27.6%）

県全体での用地取得率が60％に近づき、これまでに８市町村で14団地323戸が完成している。

⇒入札不調が発生した場合は、速やかに随意契約に移行することで対応。

１ 生コンの不足：鉄骨造又はプレキャストコンクリートを使用する工法の採用による整備。
⇒山田町豊間根団地、釜石市上中島団地、山田町妻の神団地等で採用

○ 整備の課題と対応策

２ 労働者の不足：交通費、宿泊費の別途負担 ⇒県整備団地で実施
設計の標準化 ⇒県整備団地で実施

３ 入札不調の発生：地域要件の撤廃及び実績要件（会社及び技術者）の緩和。⇒県整備団地で実施

建築工事 ：一般競争入札13件の内5件（発生率：38.5％）
電気設備工事：一般競争入札 8件の内3件（発生率：37.5％）

釜石市整備の天神町団地（3回の不調）は、設計見直しを含めて対応。 釜石市野田団地（32戸）
H25.11月完成

災害公営住宅の進捗状況 12月 31日現在

県 ・市町村整備　合計 県整備　計 市町村整備　計

団地数 戸数 進捗率 団地数 戸数 進捗率 団地数 戸数 進捗率

建設予定戸数 146 6 ,038 - 50 2 ,850 - 96 3 ,188 -

地権者内諾済 132 5 ,368 88 .9% 38 2 ,251 79 .0% 94 3 ,117 97 .8%

用地測量発注済 100 3 ,805 63 .0% 37 2 ,191 76 .9% 63 1 ,614 50 .6%

用地取得済　設計中、設計済 92 3 ,594 59 .5% 35 2 ,048 71 .9% 57 1 ,546 48 .5%

工事中 27 1 ,163 19 .3% 9 743 26 .1% 18 420 13 .2%

工事完成 14 323 5 .3% 3 74 2 .6% 11 249 7 .8%



５ 用地取得の状況について

国の「住宅再建・復興まちづくりの加速化措置」の取組状況

用地取得が
必要な地区数

用地交渉
備 考

実施中 完 了 合 計

165 44（27％） 43（26％） 87（53％） 海岸、道路、災害公営住宅等の合計

用地取得の進捗状況（平成25年12月末現在）

今後の対応方針

設計やまちづくり等との調整に時間を要しているものの、通常は設計の確定（用地巾の決定）後に行う用地測量調査
を前倒しして行うなどにより、全体の約５割の地区で用地交渉中（完了を含む）

○片岸海岸防潮堤事業（釜石市）をモデルケースとして、加速化措置（①用地交渉と並行して土地収用手続を前倒し、
②財産管理制度の早期申請）を積極的に活用
▼土地収用手続の効率化

・事業認定申請書類作成の迅速化（約４か月で概成）
・土地収用法に規定する事前説明会と地権者を対象とした用地説明会を同日開催
・事業認定手続の審査期間の短縮（約50日で事業認定）

▼財産管理制度の円滑な活用
・財産管理人候補者の選定に係る県弁護士会及び県司法書士会との連携強化
・財産管理人選任期間の短縮（不在者財産管理人を約１週間で選任）

○その他、復旧・復興事業の用地取得の迅速化の取組として、外部委託を推進
▼用地交渉等の外注の促進

・用地補償総合技術業務（用地交渉業務を補償コンサルタントに委託）
・復旧・復興事業権利調整支援業務（難航案件の遺産分割協議等の取りまとめを県弁護士会に委託）

○引き続き可能な限りの対応策を講じ、用地取得を迅速化
▼マンパワーの確保（用地職員の増員）
▼専門家の活用（外部委託の更なる推進）
▼業務の工夫・改善（契約会の実施、事業認定モデルの活用等）



福島県の復旧・復興状況について

平成２６年２月１日

●復旧復興の進捗状況 ［資料１］

●第二次福島県復興公営住宅整備計画[資料２]

資料－４



復旧復興の進捗状況

復興計画の ３つの基本理念
「福島県復興計画」（平成23年12月策定）

○ 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり
○ ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興
○ 誇りあるふるさと再生の実現

資料１

福島県土木部の復興の状況について、定期的にお
知らせしてます。

１

平成２５年10⽉31⽇（⽊）、堤防のＣＳＧ（震災コンクリート
ガラにセメント・⽔を練り混ぜたもの）を主材料とした海岸堤防
の新設⼯事が完了しました。

堤防延⻑L=920m、体積60,000m3 (CSG堤40,000m3、
⼟堤20,000m3)を７ヶ⽉間で施⼯しました。

■ＣＳＧ⼯法を採⽤した夏井地区海岸（交付⾦事業（再⽣・
復興））が完成しました。

工事着手前（無堤区間）

●写真右
地元⼩学⽣、地元⾃治区
住⺠らによる記念植樹式

（H25.10.31）

完成の状況

平成25年度第３四半期（10月～12月）の進捗

１ ⼤規模⼯事案件の⼯事着⼿（H25.11）
39件（海岸、復興公営住宅等）

２ 防災緑地事業の⼯事着⼿（H25.11）
全体の70%の地区で⼯事着⼿

※ 39件の内、20件がＪＶ受注
→ 施⼯確保対策の取組み

（福島県版復興JV制度の実績）

3 夏井海岸の堤防完成（H25.10）

〈進捗管理表〉
復旧・復興の状況

/被害状況
避難指示区域内の状況等

災害公営住宅の整備状況

【着工】 22.3%
工事に着手した戸数1,691戸／全体計画戸数7，574戸（地震・

津波被災者向け（2,684戸）+原発避難向け（4,890戸））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）
（避難指示区域内の建設計画は無い。）

【完了】 1.1%
完成した戸数80戸／全体計画戸数7，574戸（地震・津波被災

者向け（2,684戸）+原発避難向け（4,890戸））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）

集

団

移

転

復興まちづくり（防災集

団移転）

【着工】 64.9%
造成工事に着手した地区数37地区／集団移転促進事業計画に

ついて国土交通大臣の同意を得た地区数60地区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）

【完了】 19.3%
造成工事が完了した地区数11地区／集団移転促進事業計画に

ついて国土交通大臣の同意を得た地区数57地区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）

JR常磐線運行再開状況 52.3% 県内運転再開距離69.3㎞／運休距離132.6㎞
・帰還困難区域内運休距離20.8㎞

・相馬以北の運転再開時期、平成29年春頃

JR只見線運行再開状況 70.9% 県内運転再開距離67.4㎞／運休距離95㎞
・広野・竜田駅間は平成26年春の楢葉町の帰町

判断に合わせて運転再開予定

着工延長128㎞/総整備延長128㎞（県内延長）
・避難指示区域内区間約42㎞

・開通目標→広野IC～常磐富岡IC:平成26.2.22、浪江IC

～南相馬IC:平成26年度内、常磐富岡IC～浪江IC:平成

26年度内を目指す他の供用区間から大きく遅れない時

期
50.8% 開通延長65㎞/総整備延長128㎞（県内延長）

100.0%

【完了】 0.0% 工事が完了した地区0地区/計画決定防災林6地区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）

避難指示区域内の市町については、現在、復興

まちづくり計画内容を検討中。
【完了】 0.0% 工事完了地区数0地区/工事予定地区数10地区

【着工】 70.0% 工事着手地区数7地区/工事予定地区数10地区(H26.2.1現在)

（H25年度内に、さらに２地区で工事着手予定）

工事に着工した地区3地区/計画決定防災林6地区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.1.1現在）

浪江町、富岡町、楢葉町については、現在、復興

まちづくり計画で内容を検討中。南相馬市小高

区、楢葉町以外の町については、現在のところ

未定。

海岸施設(堤防等)の復

旧

50.0%

【着工】

工事着手1,683か所/海岸、道路、港湾、漁港等施設の災害復

旧を要する箇所2,080か所（査定継続実施中）（H26.1.1現在）
・二次災害の防止等、必要な応急対策を実施

・避難指示解除準備区域の災害箇所の９割で災

害査定が終了【完了】 56.5% 工事完了1,176か所/海岸、道路、港湾、漁港等施設の災害復

旧を要する箇所2,080か所（査定継続実施中）（H26.1.1現在）

63.1% 海岸施設(堤防等)復旧着手地区53地区/被災海岸84地区（警

戒区域等除く）(H26.1.1現在）
・二次災害の防止等、必要な応急対策を実施

・避難指示解除準備区域の災害箇所の９割で災

害査定が終了
海岸施設(堤防等)復旧完了地区4地区/被災海岸84地区（警戒

区域等除く）(H26.1.1現在）

【完了】

項目 進捗率

道

路

・

海

岸

・

鉄

道

等

公共土木施設等災害復

旧

【着工】 80.9%

【完了】 5.0%

海岸防災林の再生・復

旧

【着工】

防災緑地の整備状況

常磐自動車道整備状況

【着工】



第二次福島県復興公営住宅整備計画 資料２

＜第二次福島県復興公営住宅整備計画〈平成２５年１２月〉 ＞

○復興公営住宅は、避難されている方々のコミュニティの維持･形成の拠点となるもの。
○このため、入居に当たっては、市町村単位や親族同士等、複数世帯の入居(グループ入居)に配慮する。
○コミュニティ集会室等を併設する等、入居する方々はもちろん、周辺に避難されている方々も含めて交流できるよう整備する。
○さらに、コミュニティ集会室等を拠点に、地域にお住まいの近隣住民の方々とも交流が図られるよう、コミュニティ復活交付金等を活用した

様々な事業を実施する。

◆整備戸数 ◆整備イメージ

◆整備目標

２

○全体で４，８９０戸を整備。
○整備箇所、整備戸数は、平成25 年度に復興庁、県、避難元自
治体が実施した住民意向調査結果等を基にしている。

○以下の市町村別の整備戸数は、関係市町村との個別協議におい
て決定していく。

○今後も住民意向調査等による修正を重ねながら精度を高め、
関係市町村との個別協議の内容を踏まえて、計画を見直していく。

福島市 会津若松市 郡山市 いわき市 二本松市 南相馬市 川俣町 三春町
田村市、本宮市、

桑折町、大玉村、

川内村　他

430戸 100戸 570戸 1,760戸 340戸 900戸 170戸 220戸 400戸

〈全体の内訳〉

○第一次計画の概ね3,700 戸については、平成27 年度までの入居を
目指し、整備を進めていく。なお、第二次計画で上乗せした戸数に
ついては、平成27 年度以降早期に入居できるよう整備を進めていく。

○設計施工一括選定方式や買取方式等の民間活用方式を取り入れ、

整備期間の短縮を図っていく。

〈１階部分のイメージ〉

コミュニティ集会室 木造 ２戸１棟の住宅

県営上並松団地（福島市）の事例 県営梅ヶ丘団地（いわき市）の事例



参考：施工確保に向けた取組み

福島県復旧・復興工事の推進
基本理念：福島県民の力で、復旧・復興工事を限られた

期間の中で着実に推進する。
目 標：平成２７年度末までに復旧工事を完了さ

せるとともに復興工事を本格化する。
計画期間：（復旧）Ｈ２３～Ｈ２７

（復興）復旧完了箇所から順次
施策体系：４つの視点及び４つの重点連携を

中心とした施策体系

【施工体制の確保】
●十分な技術者・労働者の確保
●発注規模の適正化
●発注時期の平準化
●柔軟な工期の設定
●資機材の調達・調整（H25.9～）

【適切な工事価格の算出】
●実勢資材価格の速やかな反映
●現場条件に応じた適切な設計変更

実勢を反映した設計労務単価の見直し
■被災地以外からの労働者確保を図るため

の宿泊費用等の計上
■インフレ条項の適用
■復興歩掛の適用（H25.10～）

【入札制度】
●県内企業の活用
●事務手続きの簡素化

入札時提出書類の省略化
契約までの時間短縮

●大規模工事における公募型随意契約の実施
●より詳細な発注見通しの公表（県）
●地域要件、格付要件の弾力的な運用
（H25.4～）
●最低制限価格等の見直し（H25.9～）
●福島県版復興ＪＶ制度の充実

（H25.9～）

福島県建設工事復旧・復興
本庁(地方)連絡協議会で

の受発注者間の連携

被災三県(東北六
県)の連携

発注者(県・市町村)
間の積算手法等の連携
(共通化・統一化等)被災三県による

国への支援要請
【凡例】

○：未実施
●：実施済み
□：国対応で未実施
■：国対応で実施済み

：国対応で実施不十分

【規制緩和等】
●現場代理人の常駐義務の緩和
●恒常的な雇用関係の緩和
●専任の技術者が兼務できる工事の要件緩和

（H25.9～）

災害復旧工事
は随意契約

３

（付属資料１）



総合的な防災力が向上した

復興まちづくり

④市街地整備（高台移転）

①海岸堤防（か
さ上げ）

②防災緑地

③道路

④市街地整備（区画整理など）

津波による浸水被害を受けた地域で、総合的
な防災力が向上したまちづくりを目指す。

○｢一線防御｣から｢多重防御｣へ

復興まちづくりの進め方

一線防御
①海岸堤防のみ

被災住宅の移転

流失・被災し
た住宅

流失した
道路

住宅地

①海岸堤防

農地

多重防御
①海岸堤防

②防災緑地
③道路
④市街地整備

③道路
【県・市・町施行】

④市街地整備
（区画整理、集団移転、公営住宅など）
【県・市・町施行】

②防災緑地
【県施行】

①海岸堤防
（かさ上げ）
【県施行】

復興まちづくり

○復興まちづくりのイメージ

津波による住家被災状況（新地町）

津波による住家被災状況（相馬市）

津波による住家被災状況（いわき市）

主な実施箇所図

5

新地町（新地駅周辺）

相馬市（原釜･尾浜地区）

広野町（浅見川地区）

いわき市（沼ノ内地区）

いわき市（薄磯地区）

いわき市（岩間地区）

いわき市（永崎地区）

南相馬市（原町地区）
※防災緑地の計画無し

東京電力
福島第一原子力発電所

いわき市（四倉地区）

参考：津波被災地の復興まちづくり （付属資料２）

～県による防災緑地整備の取組み～

４

※：赤字は防災緑地着工箇所（H26.2.1現在）

いわき市（久之浜地区）

いわき市（豊間地区）



参考：原子力災害に伴う避難指示区域等 （付属資料３）

50mSv

20mSv

年
間
積
算
線
量

帰還困難区域
長期間、帰還が困難であると予想される

区域

居住制限区域
将来の住民帰還を目指し、除染やインフラ

復旧などを計画的に実施する区域

避難指示解除準備区域
除染、インフラ復旧、雇用対策などを迅速に

実施し住民の早期帰還を目指す区域

５

広野町

伊達市

いわき市

飯舘村
（2012/7/17~）

楢葉町
（2012/8/10~）

川内村
（2012/4/1~）

田村市
（2012/4/1~）

川俣町
（2013/8/8~）

帰還困難区域

居住制限区域

避難指示解除準備区域

凡例

福島第一
原子力発電所

福島第二
原子力発電所

大熊町
（2012/12/10~）

南相馬市
（2012/4/16~）

富岡町
（2013/3/25~）

浪江町
（2013/4/1~）

葛尾村
（2013/3/22~）

双葉町

(2013/5/28～)

20km

※カッコ内の日付は区域見直しの施行日

相馬市

福島第１原発

県内11市町村の避難区域再編の状況

平成２４年平成２３年 平成２５年

4月 7月 8月 12月 3月 4月 5月12月

日

南
相
馬
市

日

田
村
市

川
内
村

日

飯
舘
村

日

楢
葉
町

日

大
熊
町

日

葛
尾
村

日

富
岡
町

日

浪
江
町

日

双
葉
町

16
17 10 10

22 25
28福

島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
原
子
炉

の
「
冷
温
停
止
」
を

発
表
（16
日
）

1
1

８月

８
日

川
俣
町

日

1
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平成２４年度の入札不調・不落の発生状況は、実工事件数９６９件に対し、開札件数

１，０８４件、不調等件数３７３件で、入札不調等発生率：３４％

（※ 全工種、随意契約を除く。）

１．入札不調等の発生状況と対応

１

入札不調等が発生した場合、地域要件の拡大や更なるロットの大型化による、参加

条件などの変更、指名競争や随意契約に移行するなど入札方式の見直しを実施

再発注など、繰り返し発注の結果、

平成２５年 ３月末時点では、実未契約件数：７１件で、実不調率：７．３％

平成２５年１２月末時点では、実未契約件数：１５件で、実不調率：１．５％

再発注により、着実に契約を進めており、大きな影響は出ていない。



２．施工確保対策の取組み

＜技術者・労働者の確保＞

＜予定価格の適切な算定＞

○復興ＪＶ制度の導入

○現場代理人の常駐義務緩和

○主任技術者の兼務の明確化

○技術者の施工実績要件、配置要件の緩和

○発注ロットの大型化

○労働者確保に要する宿泊費の実績変更

○労働者宿舎設置に要する費用の積上げ

○労務単価の適時適切な見直し

○契約時点における設計単価の変更

○スライド条項の適切な運用

○遠隔地からの資材調達に伴う実績変更

○土砂等の取引実績に応じた積算

○労務単価の適時適切な見直し（再掲）

○復興歩掛の適用

２

【現状】 ○平成２５年１２月末時点の入札不調等発生率は３０％と前年同期と比べ５％減少
○８月以降、入札不調の件数が増加傾向となる。

【対応】 ○建設業会団体との意見交換、ヒアリングなどによる不調原因の分析
○国や被災三県、関係業界団体と密接な連携のもと対策の検討、実施

＜現状と今後の対応＞



３

３．復興まちづくり等の進捗状況

＜防災集団移転の整備状況＞

○移転先１３地区（直接整備：７地区、土地区画整理：６地区）

○施工中の区画整理組合の保留地を除き、全ての用地を取得済（未取得の保留地

は買取り合意済）

○直接整備の７地区全ての造成工事の契約を完了

⇒ １３地区全て、平成２６年度内の造成完了予定

＜復興公営住宅の整備状況＞

○４９地区（約３，２００戸）整備

○直接整備等 ⇒ 入居済：１地区、工事着手：１０地区、契約手続き中：１地区・・・等

工事契約率：約７６％（事業費ベース）

○公募買取等 ⇒ １６地区全て基本協定を締結済

復興まちづくり等は概ね、順調に進んでいる。



南福室地区

上岡田地区

４

田子西地区（一部）田子西隣接地区

仙台港背後地地区（一部）

蒲生雑子袋地区

荒井公共区画
整理地区（一部）

区域Ｂ

防災集団移転促進事業

区域Ａ 津波防御対策後も一定の浸水が予測される区域
区域Ｂ 浸水予測区域とはされていないものの、実際に津

波による浸水被害のあった区域

七郷地区

荒井南地区（一部）

荒井西地区（一部）

荒井東地区（一部）

区域Ａ

石場地区

区域Ｂ

六郷地区

約1,540世帯

（約１,210ｈａ）
移転対象地区

凡 例
・・・移転先地
・・・移転促進区域
（＝移転前の集落）

土地の所有形態

借地
527（74.2％）

未定など
103（14.5％）

購入
80（11.3％）

移転の時期

未定など
13（3.0％）

移転済
266（61.0％）

移転予定
157（36.0％）

集団移転
710（46.1％)

単独移転
436（28.3％)

復興公営住宅
331（21.5％)

住宅の再建方法

未定など
63（4.1％）

約９６％の意向を確認

H25.9.30現在津波浸水区域

約3,100世帯

（約3,226ｈａ）

４．防災集団移転促進事業



５

災害危険区域からの集団移転の事業スケジュール

10~12月

平成23年度

1~3月 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

田子西 荒井東

本市直接施行区域（７団地）

蒲生雑子袋 石場

荒井公共区画整理地区

仙台港背後地住宅地区
荒井西、荒井南

移転対象地区

1,540 （引渡し開始時期） 土地区画整理地内（６団地）

◆Ｈ26年度内に移転先の13地区の造成を完了

田子西隣接、南福室、
上岡田、七郷、六郷※上記スケジュールは、宅地引渡し開始時期であり、

宅地の決定は前倒して行う予定。

被災宅地
の買取

面積確定
（H24.7～H25.3）

被災宅地の買取り
移転促進区域内
全体数（3,337筆） 約81％買取依頼書の受理

受理数 2,696筆

土地の買取契約

契約済

約56％

全体数に対する割合
1,864筆 全体数に対する割合

H25.12.31現在

４．防災集団移転促進事業

約1割の未確定の土地
については随時対応



田子西

田子西隣接地区

６

集団
移転

移転対象地区

1,540

◆ 6地区175宅地が決定済（うち102宅地が契約済）移転先地の状況

土地区画整理地内６団地

本市施行区域７団地

H25.12.31現在

地区 宅地造成完了時期 宅地数 宅地決定数 契約数

蒲生雑子袋地区 平成25年6月20日 5宅地 5宅地 4宅地

石場地区 平成26年度中頃 12宅地(予定) 10宅地 －

六郷地区

平成26年度末

48宅地(予定) －

＿

七郷地区 33宅地(予定) －

田子西隣接地区 160宅地(予定) －

上岡田地区 66宅地(予定) －

南福室地区 32宅地(予定) －

荒井東地区

上岡田地区

４．防災集団移転促進事業

地区 宅地申込受付 宅地数 宅地決定数 契約数

荒井公共区画整理地区 公開募集受付H25.6/12～（先着順） 48宅地 45宅地 43宅地

仙台港背後地住宅地区 受付終了 25宅地 25宅地 19宅地

田子西地区 公開募集受付H25.11/28～（先着順） 67宅地 53宅地 36宅地

荒井東地区 随時受付 H25.11/18～12/27 51宅地 37宅地 －

荒井西地区
平成26年度末

約200宅地(予定) －

－荒井南地区 約 20宅地(予定) －



５．復興公営住宅の整備

７

復興公営住宅（集合住宅等）の整備予定戸数

整備地区 戸数

青葉区 １ 北六番丁 12戸

仙台市直接整備箇所【合計1,681戸】

※平成25年度供給地区 ※平成26年度完成予定地区

公募買取整備予定箇所【合計1，349戸】 ※平成26年度完成予定

東部防災集団移転促進事業による整備
箇所【170戸】

整備地区 戸数

青葉区

８ 通町 142戸

９ 霊屋下 33戸

10 霊屋 88戸

11 落合 112戸

12 角五郎 47戸

宮城野区
13 鶴ケ谷第二 28戸

38 仙台駅東再開発住宅（※1） 20戸

若林区

14 荒井東（第２期） 101戸

15 六丁の目駅周辺 112戸

16 卸町駅周辺 100戸

37 荒井南第一 45戸

整備地区 戸数

青葉区
17 梅田町 66戸

18 小田原 58戸

宮城野区

19 幸町南 38戸

20 燕沢東 62戸

21 燕沢 51戸

22 新田東 35戸

整備地区 戸数

青葉区 ２ 上原 27戸

宮城野区 ３ 田子西 176戸

若林区
４ 荒井東（第１期） 197戸

５ 若林西 152戸

太白区
６ 鹿野 70戸

７ 芦の口 39戸

※平成25年度完成予定地区

整備地区 戸数

太白区

30 あすと長町（26街区） 161戸

31 あすと長町
（70－2街区）

96戸

32 あすと長町（54街区） 67戸

泉区 33 泉中央南 193戸

整備地区 戸数

宮城野区
23 田子西第二 202戸

25 宮城野 85戸

若林区

26 中倉 58戸

27 大和町 101戸

28 荒井第二 34戸

29 六丁の目中町 42戸

（直接買取を含む）

・東部防災集団移転に対応した集合住宅
(荒井西)、戸建住宅 (田子西･田子西隣
接･南福室･ 上岡田･荒井東･荒井西･荒
井南･七郷･石場･六郷)を整備

・津波浸水区域に対応した集合住宅(岡
田周辺･六郷周辺)を 整備

※平成27年度完成予定地区

整備地区 戸数

宮城野区 39 鶴ケ谷第三 30戸

若林区 40 荒井南第二 50戸

太白区 41 茂庭第二 100戸

※1 空住戸を復興公営住宅として活用予定



平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

四半期 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第1～4

仙台市による

直接整備箇所

東部防災集団
移転促進事業
等による整備

復興公営住宅整備のスケジュール

仙台市による直接整備と、公募買取事業
による整備等により、平成28年3月まで
の完成を目指す。

８

建設工事

10地区728戸
供給(予定)

６地区661戸
供給(予定)

公
募
買
取
事
業
募
集
開
始

１地区12戸
供給

入居
募集

入居
募集

入居
募集

1,349戸
供給(予定)

事
業
候
補
者
決
定 建設工事

５．復興公営住宅の整備

基
本
協
定
締
結

H25.12.31現在

入居
募集

4地区280戸
供給(予定)

設計

東部防災集団移転促進事業等の進捗にあわせて整備・供給

公募買取事業
による

整備箇所

荒井東（第1期）（H26.1撮影） 田子西（H26.1撮影）



宅地復旧事業のスケジュール（公共事業）

９

６．宅地被害復旧・支援事業

平成24年度 平成25年度平成23年度

公共事業

による復旧

測量・調査

設計

平成26年度

工事契約締結

地元説明会の開催

実施地区数

１６９ 地区

５８ 工事

全地区
契約済

（復旧前） （復旧後）

着工準備中 64地区 10工事
工事中 104地区 47工事
工事完了 1地区 1工事

計 169地区 58工事

工事契約締結後の状況

６５７宅地

仙台市独自支援制度

助成金制度による復旧

公共事業による宅地復旧事例

交付申請数

H25.12.31現在

※申請期限を1年延長（平成27年3月まで）

工事

２割の
地区で
完了 ８割の

地区で
完了



用地取得
工事着手予定

完成予定

【平成25年度】
＜５年程度以内＞

仙台塩釜港

名取市

仙台南部道路

宮城野区

かさ上げ道路事業

若林区

【平成24年度】

７．かさ上げ道路事業

かさ上げ道路の
ルート

若林区藤塚

宮城野区蒲生

全体延長：約１０ｋｍ
（七北田川から名取川まで）

道路幅員：約１０ｍ
（片側１車線ずつの２車線道路）

盛土の高さ：約６ｍ

かさ上げ道路事業の概要

盛土材の量：
約１５０万㎥を想定

・津波堆積土砂
・損壊家屋解体時に発生した
コンクリートがれきなども利用

基本設計
測量・地質調査

実施

現在の
県道塩釜亘理線

東側西側
東側

幅１０ｍ程度

車道部（

高さ６ｍ程度

西側
２車線）

かさ上げ道路実物大モデル

１０



８．蒲生北部地区の復興土地区画整理

河川堤防

（別途県施行）

蒲生北部被災市街地復興土地区画整理事業・整備計画図（最終案）

• 西側に民有地を集約し、先行的に整備する。東側は市有地を集約する。
• 再開している事業所が多い区域は、可能な限り

移転対象建物が少なくなるよう抑制する。

• 土地利用の向上と避難ルートの確保を図るため、地区中央部を東西に貫く地区内
幹線道路を整備する。

• 地区東端部は貞山堀遺構の保存と干潟の自然環境に配慮した緑地を整備する。

津波による被災
→防災集団移転促進事業の実施

事業所として土地利用を再開した土地と、住宅移転跡地など
の未利用地が混在し土地利用上の課題がある

復興土地区画整理事業の実施
幹線道路

準幹線道路

区画道路

歩行者専用道路

公園

緑地

調整池

施行地区

【 凡例 】

１１

蒲生北部
地区



蒲生北部被災市街地復興土地区画整理事業の流れ

換
地
設
計

事
業
計
画
認
可(

25
年
度
末
予
定)

仮
換
地
指
定(

27
年
度
予
定)

事
業
完
了
【
換
地
処
分
】

(

33
年
度
予
定)

土
地
区
画
整
理
事
業
の
進
行

H24年度 H25年度 H26年度 H27～H32年度 H33年度

土
地
区
画
整
理
事
業
の

都
市
計
画
決
定(

3
月
8
日)

被
災
市
街
地
復
興
推
進
地
域
の

都
市
計
画
決
定(

11
月
1
日)

事
業
計
画
「中
間
案
」

都
市
計
画
変
更

事
業
計
画
「
最
終
案
」

事
業
計
画
「
素
案
」

１２

H25.12.31現在

買取依頼書の受理 土地の買取契約

都
市
計
画
変
更

（区
域
・幹
線
道
路
・公
園
・
緑
地
）

移転への合意

事業計画作成 換地設計 建物移転・造成工事・換地計画

約５４％約80％約９６％

※防災集団移転対象世帯数に
対する移転希望世帯数の割合

※全体数に対する
受理数の割合

全体数653世帯 全体数1,347筆 全体数1,347筆

629世帯 1,076筆 723筆

※全体数に対する
受理数の割合

８．蒲生北部地区の復興土地区画整理



1.住宅再建・復興まちづくりの加速化措置

2. 「新しい東北」住まいのこだわり設計事例集
○復興庁ホームページにおいて、被災地の住まいの復興事業

で取り組まれている、将来を見据えて地域の課題を解決する
「こだわり」や「工夫」を持った設計事例をまとめたもの。

○「新しい東北」の理念を具現化したハード面の実例を「見える
化」する初めての取り組み。

http://www.reconstruction.go.jp/portal/juu
taku_koukyou/20131206171957.html

住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第3弾） H25.10.19

①用地取得加速化プログラムの策定、②住宅再建の加速化、③加速状況の見える化

住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第4弾） H26.1.9

① 「商業集積・商店街再生加速化パッケージ」の策定、
②東北６県の各発注機関の発注見通しを統合して公表
③福島県の避難指示のあった市町村に関する農地法の規制緩和
④全国の市区町村に職員派遣等を要請

○「新しい東北」の５つの柱に沿ったカテゴリー毎に事例を掲載。
（20地区38事例）
①コミュニティ形成への配慮（9事例）、②子育て・見守り（3事例）、
③自然再生エネルギーの活用（エコタウン）（6事例）、
④防災、安全・安心（7事例）、⑤地域の魅力支援（13事例）

第2弾に続き、用地取得対応や住宅再建のさらなる迅速化を図る措置をとりまとめ。また、復興の進捗
状況の見える化及び加速化措置の周知を徹底。

市街地の復興が進むとともに、住まいに加え、まちの機能の復興が必要となり、市街地中心部の商業
集積・商店街の再生が重要な課題となることから、今回、商業集積等を中心とした加速化措置を講じる。

復興加速化への取組み復興加速化への取組み

- 1 -

82850101
スタンプ
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住宅着工実績

防集団地での個人住宅

災害公営住宅

復興加速化への取組み

3.住まいの復興工程表による住宅建設需要見通し

○H26年度から防集団地内の宅地引渡による個人住宅の建築が本格化する見込み。

出典：
○国土交通省 着工新設
住宅戸数 利用関係別・都
道府県別表
○復興庁 住まいの復興
工程表（平成25年9月末現
在）

○個人住宅の着工需要については、H26年度までは宮城県南部が多くなるが、H26年度後半以降は宮城県
北部が多くなるなど地域的な偏りがある。

○「住宅再建・復興まちづくりの加速化のためのタスクフォース」等を通じて関係機関、関係業界と連携しなが
ら、必要な対策を実施。

※防集団地の宅地引渡を着工
と見なしている。
実際の着工数とは異なる可
能性がある

宮城県の住宅着工実績および住まいの復興工程表による住宅着工見込み
H22 H23 H24 H25 H26 H27

（戸）

※

- 2 -



面整備事業による民間住宅用宅地
及び災害公営住宅の供給時期

※1：用地交渉中や整備計画の策定中など現段階では供給時期が確定していないもの。
※2 土地区画整理事業による住宅供給宅地は、上物（建物）が未定であるため、1区画を1戸分と計算している。

出典：復興庁 住まいの復興工程表（平成25年9月末現在）

（単位：戸）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
H28年度
以降

調整中*1

民間住宅等用宅地 383 1,078 931 260 2,652
災害公営住宅 454 1,534 10 1,998
民間住宅等用宅地 35 253 794 1,082
災害公営住宅 104 145 681 930
民間住宅等用宅地 10 269 784 2,550 232 3,845
災害公営住宅 20 129 990 1,753 1,108 4,000
民間住宅等用宅地 3 84 228 974 1,289
災害公営住宅 200 28 37 682 947
民間住宅等用宅地 435 278 713
災害公営住宅 254 67 292 353 966
民間住宅等用宅地 20 20
災害公営住宅 52 52
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 25 25
民間住宅等用宅地 10 57 101 168
災害公営住宅 71 50 260 381
民間住宅等用宅地 69 146 171 386
災害公営住宅 42 175 217
民間住宅等用宅地 67 67
災害公営住宅 160 322 50 532
民間住宅等用宅地 73 75 637 785
災害公営住宅 12 661 2,206 87 34 3,000
民間住宅等用宅地 70 303 373
災害公営住宅 92 560 652
民間住宅等用宅地 29 158 187
災害公営住宅 210 210
民間住宅等用宅地 192 192
災害公営住宅 496 496
民間住宅等用宅地 298 298
災害公営住宅 18 57 525 600
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 15 15
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 170 170
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 60 60
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 48 48
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 40 40
民間住宅等用宅地
災害公営住宅 3 3

民間住宅等用宅地 102 552 2,197 3,339 5,036 831 27,399
災害公営住宅 50 1,490 5,719 5,165 2,918

気仙沼市

南三陸町

石巻市

女川町

計

4,650

2,012

7,845

2,236

東松島市

松島町

利府町

塩竈市

七ヶ浜町

多賀城市

仙台市

40

3

599

3,785

1,025

397

688

名取市

岩沼市

亘理町

山元町

栗原市

大崎市

12,057
15,342

各年度計

898

15

170

60

48

登米市

涌谷町

美里町

大郷町

1,679

72

25

549

603

- 3 -



 復興大臣の下に関係省庁の局長クラスで構成するタスクフォースを設置し、加速化措置を矢継ぎ早にとりまとめた。
 復興事業が本格化し、住宅再建や復興まちづくりが進むとともに、住まいに加え、まちの機能の復興が必要となり、市街地中心部の

商業集積・商店街の再生が重要な課題
 より効率的に復興事業を進めることができるよう商業集積等を中心とした加速化措置第４弾を公表

H25.3.7
住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ
（ 「加速化措置第1弾 」 ）

① 住まいの復興工程表の公表

② 実現および加速化のための主な措置

・ 用地取得の迅速化

・ 埋蔵文化財発掘調査の簡素化・迅速化

・ 資材不足、人員不足、入札不調への対応

H25.4.9
住宅再建・復興まちづくりの 「 加速化措置 第２弾 」

用地取得の困難な場合の課題に速やかに対応できるよう手続きの簡素化

・ 防災集団移転促進事業における事業計画変更の簡素化

（土地取得困難地の回避等）

・ 土地収用手続きの効率化

・ 財産管理制度の円滑な活用（不在者財産、相続財産への対応）

・ 所有者不明土地に係る手続きの円滑化

H25.6.21 
住宅再建・復興まちづくりの加速化措置のフォローアップ

① 第1弾及び第2弾のフォローアップ

② 加速化のための新たな対応について、取りまとめを実施

復興大臣より関係省庁に、さらなる加速化に向け、これまでの

措置をより効果的に推進するため、モデルによる試行や現地に

即した工夫を進めるよう指示

H25.10.19
住宅再建・復興まちづくりの 「加速化措置 第３弾 」

① 「用地取得加速化プログラム」の策定
・財産管理制度や土地収用制度、自治体の用地事務支援に関する
加速化措置を拡充し、総合的に体系化
・ 財産管理制度と土地収用制度の手続きの簡素化・迅速化など

復興事業に限った「被災地スペシャル」の対策を講じ、用地取得
の手続きを画期的に短縮

② 住宅再建の加速化
・ 災害公営住宅分野の人材不足・資材不足・入札不調等への対応
・ 防災集団移転促進事業の円滑な推進や跡地利用への対応
③ 加速状況の見える化
・ 「つちおと情報館」見える化のワンストップ
・ 施工確保対策の地方公共団体への周知

【参考】 住宅再建・復興まちづくりの加速化措置

H26.1.9
住宅再建・復興まちづくりの 「加速化措置 第４弾 」

① 「商業集積・商店街再生加速化パッケージ」の策定
・ 「被災地まちなか商業集積・商店街再生加速化指針」の策定
・ 商業施設等復興整備事業による支援
・ 暮らし・にぎわい再生事業の活用
・ 仮設施設の有効活用
・ 津波復興拠点整備事業における宅地の賃貸等の周知・活用
・ 震災復興支援アドバイザーの活用
・ 市町村まちづくり担当者に対する研修の実施

② 住宅再建の加速化
・ 東北六県における各発注機関の発注見通しを統合して公表
・ 福島県の避難指示のあった市町村に関する農地法の規制緩和
・ 被災市町村からの人材確保要望を取りまとめ全国の市区町村に

職員派遣等を要請
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【参考 】 「新しい東北」住まいのこだわり設計事例集掲載事例

（１）コミュニティ形成への配慮 ［９事例］
岩手県大槌町 大ケ口（おがくち）地区
宮城県石巻市 黄金浜（こがねはま）地区
宮城県塩竈市 伊保石（いぼいし）地区、錦町（にしきちょう）地区
宮城県多賀城市 桜木（さくらぎ）地区
宮城県山元町 新山下駅周辺（しんやましたえきしゅうへん）地区
宮城県女川町 陸上競技場跡地（りくじょうきょうぎじょうあとち）地区、離半

島部（りはんとうぶ）地区
福島県新地町 愛宕東（あたごひがし）地区

（２）子育て・見守り ［３事例］
岩手県陸前高田市 下和野（しもわの）地区
宮城県南三陸町 入谷桜沢（いりやさくらざわ）地区、歌津名足（うたつなた

り）地区

（３）自然再生エネルギーの活用（エコタウン） ［６事例］
宮城県仙台市 田子西（たごにし）地区、荒井東１期（あらいひがし１き）地区
宮城県石巻市 黄金浜（こがねはま）地区
宮城県多賀城市 桜木（さくらぎ）地区
宮城県東松島市 鳴瀬給食ｾﾝﾀｰ跡地（なるせきゅうしょくｾﾝﾀｰあとち）地区
宮城県女川町 陸上競技場跡地（りくじょうきょうぎじょうあとち）地区

（４）防災、安心・安全 ［７事例］
岩手県陸前高田市 下和野（しもわの）地区
宮城県石巻市 黄金浜（こがねはま）地区
宮城県多賀城市 桜木（さくらぎ）地区
宮城県東松島市 鳴瀬給食ｾﾝﾀｰ跡地（なるせきゅうしょくｾﾝﾀｰあとち）地区、

矢本東保育所移転跡地（やもとひがしほいくしょいてんあとち）地区
宮城県女川町 陸上競技場跡地（りくじょうきょうぎじょうあとち）地区
福島県新地町 愛宕東（あたごひがし）地区

（５）地域の魅力を支援 ［１３事例］
［伝統的家屋スタイルの踏襲］

宮城県女川町 離半島部（りはんとうぶ）地区
［地元産資材・業者の活用／地域の景観形成への配慮］

岩手県大槌町 大ケ口（おがくち）地区
塩竈市 伊保石（いぼいし）地区
東松島市 小野駅前区画整理地内北（おのえきまえくかくせいりち

ないきた）地区
南三陸町 入谷桜沢（いりやさくらざわ）地区、歌津名足（うたつな

たり）地区
［地域の景観形成への配慮］

岩手県陸前高田市 下和野（しもわの）地区
大槌町 大ケ口（おがくち）地区

宮城県塩竈市 伊保石（いぼいし）地区
東松島市 矢本東保育所移転跡地（やもとひがしほいくしょいてん

あとち）地区
山元町 新山下駅周辺（しんやましたえきしゅうへん）地区

福島県新地町 愛宕東（あたごひがし）地区
［住民本位のまちづくり］

福島県新地町 作田東（さくだひがし）地区、作田西（さくだにし）地
区、雁小屋（がんごや）地区

（参考）県別内訳 岩手：２地区、宮城：１４地区、福島：４地区
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宮城・岩手・福島県地域型復興住宅推進協議会

復興住宅（木造）建設への取り組み

地域の気候・風土・歴史・文化にふさわしい良質で取得しやすい

木造住宅の建設。（災害公営木造住宅にも反映）
コンセプト

需要に応える木材供給の体制づくり
各県に「木材供給連絡会議」を設置 ＝月例検討会で対応を協議

[原木生産・木材生産・木材加工の各団体及び県林業部局が参加]

国交省・林野庁・3県住宅・林業部局出席

構 成 団 体
建築士事務所協会・建築士会・建築家協会・建設業協会・建設専門工事業団体連
合会・建設職組合連合会・工務店団体・森林組合連合会・木材協同組合

有効な工法
まかべ工法・蔵工法・
ロケット工法 及び
ＰＣ基礎等

①工期短縮
②ローコスト化
③地域材活用

地域木材活用
の屋根・壁面
間仕切りの
パネル化

連続施工と
構造体・外
壁・内部造
作の分業化

3県実務者会議

シンポジューム

資料－７



まかべ工法＝構造体の柱と柱の間を筋交いを使わず、耐震強度のあるパネル
を組み込む工法

ロケット工法＝柱と梁の接合を特殊な金具で接合する工法で、構造体（柱）の建て
方（施工）が早いのが特徴

蔵工法＝蔵作りの技法で構造体（柱間）の柱を45センチ間隔に配置し、筋交いを
使わず、また高い断熱性能を確保するパネルを採用。耐震性と省エ
ネ性能の高い工法。

パネル化＝屋根・外壁・内壁・間仕切りのパネル化の採用と大工造作との分業
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